
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妙高市こども計画 
（第３次妙高市子ども・子育て支援事業計画） 
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「ルリモン」       「らいドン」  

 

市の鳥「オオルリ」と国立公園妙高の鳥に指定された「ライチョウ」を 

モチーフとした妙高市の新たなＰＲキャラクター 
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第１章 計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

少子化の進行や人口減少に歯止めがかからない中、令和４年度の児童虐待対応件数や不

登校児童生徒数が過去最多となり、令和元年度の子どもの生活実態調査では生活困難層の

割合が２割を超えるなど、子どもを取り巻く状況は深刻さを増しています。 

このような状況などから、次代を担う全ての子どもが将来にわたって幸福な生活を送る

ことができる社会の実現を目指して、子ども施策を総合的に推進することを目的として、

令和５年に「こども基本法」が施行され、その中で「自治体こども計画」の策定が求めら

れています。 

これを受けて、国の「こども大綱」や新潟県の子ども施策を勘案し、子どもや子育ての

当事者の多様な意見を踏まえながら、当市の子ども施策の取組を定める「妙高市こども計

画」（以下「本計画」という。）を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、当市における子ども施策を総合的かつ計画的に推進するために策定するもの

であり、上位計画である「第４次妙高市総合計画」や保健・医療・福祉・教育など、関連

分野の個別計画との整合を図るものとします。 

また、市民にとって分かりやすいものとするため、「第３次子ども・子育て支援事業計画」

などの各法令等に基づく子どもに関する計画等を横断しながら、一体のものとして作成し

ます。 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、第４次妙高市総合計画及び、第３次子ども・子育て支援事業計画に合

わせて、令和７年度から令和 11年度までとします。 

 

４ 計画の策定方法 

（１）「妙高市教育委員会会議」及び「妙高市子ども・子育て会議」による審議 

国のガイドラインでは、自治体こども計画の策定にあたって、子ども施策に関わる

関係機関等との協議・調整を行うこととなっているため、教育に関する重要事項や基

本方針を決定する「妙高市教育委員会議」のほか、子ども・子育て支援事業計画の審
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議機関として、保育・教育関係者、子育て支援団体、公募委員などで構成している「妙

高市子ども・子育て会議」において、本計画の内容の審議を行いました。 

 

（２）第２次子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和５年度）の評価 

第２次子ども・子育て支援事業計画では、基本理念である「郷土を築く人と文化を

育むまちづくり ～次代を担う子どもが輝く環境づくり～」に基づく７つの基本目標

の達成を目指し、子ども・子育てに関する施策に取り組んできました。 

それらの達成状況を把握し、評価することで、今後の課題や必要となる取組を明ら

かにして、第３次計画（本計画）への反映を行いました。 

 

５ 子ども等の意見の反映 

（１）子育ての当事者へのアンケート調査 

子育てを実践している方が、市や民間事業者などの子育て支援の各種事業をどのよ

うに利用し、どう感じているかを把握し、より効果的な支援につなげるため、次のと

おり調査を実施しました。 

○調査名   子ども・子育て支援に関するアンケート調査 

○対象者   妙高市に在住し、小学校６年生までの子どもを養育している保護者 

○調査時期  令和５年 10月 

○調査方法  グーグルフォームによるアンケート調査 

       ※各園、小学校を通じて保護者へ調査の協力依頼文を配布（未就園児 

については文書を保護者へ郵送） 

○回答状況    配布数 1,730人／回収数 644人（回収率 37.2％） 

○調査結果    主な調査結果については、資料編に記載 

 

（２）子ども・若者からの意見聴取 

子どもや若者の意見を子ども施策に反映するため、次のとおり、聞き取りや意見交

換を行いました。 

○小中学生  家庭以外の居場所づくりなどについて聞き取り 

○高校生   新井高等学校生徒に対して、家庭以外の居場所づくりなどについて

聞き取り 

○若者    20 歳を祝う集い実行委員メンバーと地域での就職、結婚・子育てな

どについて意見交換 

○その他   子育て支援サービス利用者等に対して、市の子育て施策などについ

て聞き取り 



第２章 

- 3 - 

 

第２章 妙高市の現況と国及び県の動向 

 

１ 妙高市の状況 

（１）人口・世帯数の推移 

 本市における国勢調査人口は、年々減少し、令和２年では 30,383 人となり、平成 27 年

から 8.4％減少しています。地域別では、新井地域が 7.2％減少（△1,778人）、妙高高原地

域が 12.7％減少（△606人）、妙高地域が 11.3％減少（△432人）となっており、妙高高原

地域と妙高地域の減少割合が高くなっています。 

 また、世帯数についても、平成 17年から減少し、令和２年では、11,306世帯となり、平

成 27年から 2.2％減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 

  国勢調査（Ｈ２～Ｒ２） 

【出典】 

  国勢調査（Ｈ２～Ｒ２） 
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（２）人口動態 

本市では、毎年、死亡数が出生数を上回り、自然動態としては減少していますが、平成

29年からは出生数が 200人を割り込み、その幅も大きくなっています。 

同様に、転出数が転入数を上回り、社会動態としても減少となっていますが、近年はそ

の幅が小さくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【出典】 

    新潟県人口移動調査 

  【出典】 

    新潟県人口移動調査 
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（３）合計特殊出生率 

 本市における合計特殊出生率※は、平成 29 年まで、ほぼ 1.50 から 1.70 の間で推移して

いましたが、平成 30 年に 1.22 に急落して以降、減少傾向にあり、新潟県と全国の数値を

下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）合計特殊出生率：15～45 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの（一人の女性が

その年齢別出生率で一生に間に生むとしたときの子どもの数に相当するもの） 

 

 

   【出典】 

     妙高市の保健と福祉 

     全国：人口動態統計 
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（４）出生数・出生率 

 本市における出生数は、平成 25年から、ほぼ毎年減少しており、令和４年までに 50.4％

減少（△119人）しています。 

 また、出生率※についても、毎年、新潟県と全国の数値を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）出生率：人口 1,000人に対する出生数の割合 

 

    【出典】 

      妙高市の保健と福祉 

 

   【出典】 

    妙高市の保健と福祉 

    全国：人口動態統計 
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（５）婚姻数・婚姻率 

 本市の婚姻数は、増減を繰り返しながら、平成 23年から令和４年までに 45.2％減少（△

61件）しています。 

 また、婚姻率※についても、毎年、新潟県と全国の数値を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）婚姻率：人口 1,000人に対する婚姻数の割合 

 

    【出典】 

      妙高市の保健と福祉 

 

   【出典】 

     妙高市の保健と福祉 

     全国：人口動態統計 
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（６）離婚数・離婚率 

 本市の離婚数は、平成 26 年をピークに減少傾向にあり、近年は 30 件以下で推移してい

ます。 

 また、離婚率※も、毎年、新潟県と全国の数値を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）離婚率：人口 1,000人に対する離婚数の割合 

 

   【出典】 

     妙高市の保健と福祉 

 

  【出典】 

    妙高市の保健と福祉 

    全国：人口動態統計 
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２ 国・県の状況 

（１）国の動向 

令和５年４月、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に実施していくための包括

的な法律として「こども基本法」を施行しました。 

さらに、令和５年 12月、次元の異なる少子化対策の実現に向けて取り組むべき政策

強化の基本的方向についての「こども未来戦略」、こども基本法に基づくこども施策の

基本的な方針や重要事項等についての「こども大綱」を閣議決定しました。 

 

（２）新潟県の動向 

令和６年４月、新潟県のこども施策の基本的な方向性を示し、こども施策に係る県

の取組姿勢等を明らかにするとともに、県民意識の向上や社会全体の気運醸成を図る

ため、「新潟県こども条例」を施行しました。 

さらに、令和６年５月、こども施策を総合的かつ計画的に推進するため、「こども計

画（仮称）」を策定するための有識者会議を設置しました。 

子どもや子育て当事者の意見を踏まえ、多様な主体と連携・協力し、社会全体で子

どもを支える取組を推進するため、県の子ども施策の取組について定めた「新潟県こ

ども計画（仮称）」を策定しました。 
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第３章 第２次妙高市子ども・子育て支援事業計画の評価 

 

１ 分析・評価の根拠 

本計画の策定にあたり、令和２年４月に策定した「第２次妙高市子ども・子育て支援事業

計画」について基本目標ごとに取組み状況の評価・分析を行いました。 

 

 

 

１ 地域で支え合い子育てを支援する体制づくり 

２ 子どもの成長を支援する幼児教育・保育環境づくり 

３ 妊産婦・乳幼児等に対する切れ目のない保健体制づくり 

４ 子どもの教育環境の整備と次代を担う人づくり 

５ 働きやすく子育てしやすい環境づくり 

６ 特別な支援を必要とする子どもや家庭を支える環境づくり 

７ 子どもの権利擁護と虐待の予防 

 

２ 基本目標ごとの評価 

 １ 地域で支え合い子育て家庭を支援する体制づくり  

 Ⅰ 成果指標と取組一覧 

（１）子育て情報・子育て相談・子育て支援ネットワークの充実 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

みんなで子
育て応援事
業 

子どもと家庭に関する相談
対応、情報提供、子育て支援
事業等を実施する子ども家
庭支援センターの運営。 

子ども家庭支援
セ ン タ ー の 設
置：1 箇所 

子ども家庭支援
セ ン タ ー の 設
置：1 箇所 

子ども家庭支援
セ ン タ ー の 設
置：1 箇所 

情報発信：スマートフォンア
プリによる情報提供を行う。 
利用者に必要な情報を適時
に届ける。 

利用登録者数：
879 人 

利用登録者数：
1,000 人 

市公式ライン登
録者数（子育て情
報配信希望）：
1,858 人 

家庭児童相
談・子どもの
虐待防止事
業 

1 歳児家庭訪問を実施し各家
庭において育児相談に応じ
る。 
1 歳家庭訪問：家庭児童相談
員等が 1 歳児の家庭を訪問
し、助言、指導などの支援を
行う。 

対象世帯数：197
世帯 
訪問世帯数：172
世帯 
実施率：87.3％ 

実施率：95%以上
（ 認 定 こ ど も
園・保育園に入園
済の 1 歳児を除
く） 

対象世帯数：134
世帯 
訪問世帯数：58
世帯 
実施率：43.3％ 

第２次妙高市子ども・子育て支援事業計画における７つの基本目標 
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（２）地域における子育てサービスの充実 

計画策定時 

事業名 
事業概要 

計画策定時 

（平成 30 年度） 

目標値 

（令和６年度） 

実績値 

（令和５年度） 

みんなで子
育て応援事
業 

子育て広場：子ども
の遊び場の提供と
保護者同士の交流
の機会を提供し、子
育てに関する講習
会等を開催する。 

子育て広場：8 箇所
開設（新井、斐太南、
新井南、妙高高原、
妙高、さくらこども
園、よつばこども
園、和田にじいろこ
ども園） 
年間利用者数： 
9,225 人 

年 間 利 用 者 数 ：
10,000 人 

子育て広場：7 箇所
開設（新井、新井南、
妙高高原、妙高、さ
くらこども園、よつ
ばこども園、和田に
じいろこども園） 
年間利用者数： 
4,731 人 

ファミリー・サポー
ト・センター：様々
な子育て支援内容
について、会員相互
で援助し合う仕組
みを整えコーディ
ネートする。 

ファミリー・サポー
ト・センター：１箇
所 
サービス提供会員
数：123 人 
依頼会員：575 人 
両方会員：42 人 
利用件数：1,195 件 

サービス提供会員
数：150 人 
利用件数：1,200 件 

ファミリー・サポー
ト・センター：1 箇
所 
サービス提供会員
数：146 人 
依頼会員：723 人 
両方会員：45 人 
利用件数：237 件（ひ
とり親家庭支援含
む） 

放課後児童
クラブ事業 

就労等により保護
者が昼間家庭にい
ない小学校就学児
童に対し、適切な遊
び及び生活の場を
提供することによ
り、児童の健全な育
成と保護者の子育
て・就労の両立を図
る。 

年間継続利用者数：
271 人 
実施クラブ数：8 箇所 
学校区毎の開設率：
100％ 
支援員有資格者配置
クラブ率：100％ 

年間継続利用者数：
380 人 
実施クラブ数：8 箇所 
学校区毎の開設率：
100％ 
支援員有資格者配置
クラブ率：100％ 

年間継続利用者数：
349 人（平均利用人数） 
実施クラブ数：7 箇所 
学校区毎の開設率：
100％ 
支援員有資格者配置
クラブ率：100％ 

 

 Ⅱ 実績 

（１）従来から家庭児童支援専門員の配置や子ども家庭支援センターの設置により、相談支

援や情報提供を行い、保護者の子育てに対する不安の解消を図ってまいりました。加

えて令和３年度途中から、子育て情報の提供をスマートフォンアプリから妙高市公式

ＬＩＮＥに切り替えたほか、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援

を行うため、令和６年度から、市役所内にこども家庭センターを設置しました。 

（２）ファミリー・サポート・センター事業について、令和６年度より、サービス提供会員

の報酬を増額しました。放課後児童クラブについて、令和５年度に妙高高原北小学校

と妙高高原南小学校の統合に合わせて児童クラブを統合しました。 
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 Ⅲ 課題 

（１）各種子育て情報の発信については、引き続き、子ども家庭支援センターにおいて、保

護者が必要なときに必要な情報を入手できる環境づくりを進めていく必要がありま

す。核家族化や地域社会の変化により、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に

顕在化してきているため、こども家庭センターを中心として、支援が必要な妊産婦や

子育て家庭への対応を更に充実する必要があります。 

（２）子育て広場については、利用者の増加に向けて、新図書館等複合施設への移転に合わ

せて機能の充実を図ります。ファミリー・サポート・センター事業については、更な

る活動の推進に向けて、サービス提供会員の確保を行う必要があります。放課後児童

クラブについては、新井小学校区放課後児童クラブの施設・設備の老朽化が進んでお

り、現図書館への移転の準備を進めます。 

 

 ２ 子どもの成長を支援する幼児教育・保育環境づくり  

 Ｉ 成果指標と取組一覧 

（１）多様な教育・保育サービスの充実 
計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

認定こども園・保
育園運営事業 

保育が必要な子ど
もの受け入れや幼
児教育の推進を行
う。 

6ヶ月児からの受入
（8 園） 
延長保育（必要全
園) 
一時保育（必要全
園)※公立園のみ 
土曜午後保育(拠点
園) 

夜間保育の受け入
れ検討園：0 園 
休日保育の受け入
れ検討園：0 園 
※民営化を含め今
後検討 

年間実利用者数 
・延長保育：71 人 
・一時保育：49 人 
・土曜午後保育：94 人 
夜間保育、休日保育の
受け入れ検討園：0 園 

病児保育事業 

病気中又は病気回
復期の児童で、集団
保育が困難な期間、
一時的に預かる。 

※病後児保育事業 
設置：1 箇所（けい
なん総合病院内） 
定員：3 名 
開設日数：36 日 
利用者数：39 人 

開設日数：244 日 
年 間 延 べ 利 用 者
数：300 人 

開設日数：198 日 
年間延べ利用者数：
435 人 
（病児 69 人、病後
児 366 人） 
※令和元年度から
病児保育（定員4名） 
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（２）良質な幼児教育・保育環境の確保 
計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

認定こども園・保
育園運営事業 

安全で快適な保育
環境と質の高い幼
児教育、保育サービ
スの提供及び、職員
研修などによる保
育人材の確保と育
成。 

・各種保育サービスの提供
（延長、一時、預かり保育等） 
・特色ある園活動（制作活
動やリズム遊びなどの表
現活動、体幹や運動機能を
高める運動あそび、自然体
験、茶道や楽器演奏などの
ほんもの体験、地域行事へ
の参加） 
・第三子保育料無償化の認定 
・保育士資格の取得支援 
・保育士資格取得者：1 人 

保護者の園運営
に対する満足
度：100％ 

保護者の園運営
に対する満足
度：96.96％ 

認 定 こ ど も
園・保育園園舎
等整備事業 

園児の安全性や施
設機能の確保及び
快適な園環境を整
えるため、計画的に
施設の改修・整備を
行う。 

・園庭改修工事 
・冷暖房機器設置、取替工
事等 
・園舎内改修・整備工事 
・園舎等解体撤去工事 

大規模改修等の
方針決定 
園舎等の計画的
な整備 
園舎整備率：
100％ 

継続実施 

 

 Ⅱ 実績 

（１）公立園の全園（８園）で延長保育、一時保育を行っているほか、認定こども園３園に

おいて、土曜午後保育を実施しました。子どもたちの健やかな育成と子育て世代への

経済的支援として、３歳以上児の給食費について無償化しました。 

（２）園だよりなど配付文書の電子データ配信や、園児の出欠確認、保育時間の管理などＩ

ＣＴを活用し、園運営や保育士業務の効率化と、幼児教育・保育の質や保護者満足度

の向上を図りました。また、和田地区の入園希望者が入園できる環境を確保するため、

令和７年度からの乳児棟の開設に向けた準備を進めました。 

 

 Ⅲ 課題 

（１）増加傾向にある未満児保育や支援が必要な児童に対応できるよう、保育人材の確保や

保育スキルの向上など、保育体制を整備してきましたが、今後も保育ニーズの多様化

に対応できるよう保育体制の充実を図る必要があります。 

（２）安心・安全な園環境の整備や施設機能の確保に向けて、計画的に改修等を実施してき

ましたが、引き続き安心・安全で効率的な幼児教育・保育サービスの実現に向けて、

必要な施設の改修・整備を行う必要があります。 
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 ３ 妊産婦・乳幼児等に対する切れ目のない保健体制づくり  

 Ｉ 成果指標と取組一覧 

（１）安心して妊娠・出産できる体制づくり 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

すくすく親子健
康づくり事業 

窓口、訪問、電話で個
別育児相談の実施や育
児情報提供を行う。 

こんにちはすく
すく相談窓口を
設置 
育児情報提供：み
ょうこうチャン
ネル、市ホームペ
ージ等 

継続実施 

こんにちはすく
すく相談窓口 
電話：150 件 
来所：7 件 
育児情報提供：市
報 1 回、FM みょう
こう 1 回、有線 1
回、ホームページ
随時 

パパママ教室：妊娠中
の栄養の話や沐浴及び
妊婦体験、情報交換等
を実施する。 

パパママ教室の
開催 
初産夫婦の参加
率：37.7% 

初産夫婦の参加
率：70% 

初産夫婦の参加
率：74.3％ 

安心して妊娠・出産を
迎えられるよう、切れ
目のない支援を行う。 

出生届出時のア
ンケートによる
回答の割合（現状
値なし） 

100% 100％ 

妊婦健康診査受診票交
付：定期受診をして、
母子の健康管理を行う
ため妊娠届出時に 14回
分交付する。 

受診率：100％（未
受診者及び中断
者 0 人） 

受診率：100%（未
受診者及び中断
者 0 人） 

受診率：100%（未
受診者及び中断
者 0 人） 

こんにちは赤ちゃん訪
問：生後 4 カ月までの
赤ちゃんがいる家庭へ
の全戸訪問を行う。 

訪問実施：99.3% 
訪問実施率：100% 
4 カ月までの健康
状態把握率：100% 

訪問実施：100% 
4 カ月までの健康
状態把握率：100% 

不妊治療費助成：1 回あ
たり 10万円を限度に通
算 5 年間助成する。 

特定不妊治療： 
延 14 件 
一般不妊治療： 
年 1 回、11 件 

継続実施 

特定不妊治療： 
延 15 件 
一般不妊治療： 
年 1 回、13 件 

不育治療費助成：1 回あ
たり 30万円を限度に通
算 5 年間助成する。 

実績なし 継続実施 実績なし 

 

（２）子どもの健康、成長支援 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

すくすく親子健
康づくり事業 

乳幼児健康診査：成長
発達の確認、病気の早
期発見、育児相談、助
言を行う。 

受診率 98.3% 
年 72 回実施 

受診率：99% 
受診率：99% 
年 72 回実施 

歯科保健対策事
業 

幼児歯科検診、フッ化
物歯面塗布を行い、む
し歯の予防を行う。 

むし歯のない 3歳
児の割合：88.8% 

むし歯のない 3歳
児の割合：90% 

むし歯のない 3歳
児の割合：95.9% 
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計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

感染症予防対策
事業 

感染症予防のため、感
染症と予防についての
情報を提供する。予防
接種法等で定められて
いる予防接種を実施す
る。 

法定接種の実施 
感染症と予防に
ついての情報提
供 

継続実施 

法定接種の実施 
情報提供：ホーム
ページ随時、出生
届出時（全員）、4
月対象者への接
種案内、7 月～12
月再勧奨 

妊産婦・子ども医
療助成事業 

高校卒業まで子どもの
医療費を助成する。 
出生から中学卒業まで
の子どもの入院・通院
にかかる一部負担金は
無償とする。（R2.10 月
～） 

受給者証交付者
数：4,189 人 

継続実施 
受給者証交付者
数：3,523 人 

 

 Ⅱ 実績 

（１）妊娠期から出産・子育てまでの切れ目ない支援として、妊娠届出時の面談、こんにち

は赤ちゃん訪問など、妊婦や子育て家庭に寄り添い、面談などを通じて必要な支援に

つなぐ伴走型相談支援を充実しました。面談では、妊娠中の健康管理や子どもの成長

発達、各種サービスの活用等を伝え、見通しをもって出産や育児ができるよう支援し

ました。 

（２）法定予防接種を継続するとともに、妊産婦・子ども医療費助成事業については、制度

を拡充し、妊産婦の所得制限の撤廃や無料の期間を高校生まで広げ、子育て世代の健

康の保持増進と経済的支援の充実に努めました。乳幼児健康診査や幼児歯科健康診査

は、保健指導や未受診者へのフォローを丁寧に行い、成果指標を達成することができ

ました。 

 

Ⅲ 課題 

（１）引き続き、安心して出産・子育てができるよう、面談や訪問等を通じて、適切なサー

ビスや支援につなげる「伴走型相談支援」を実施するとともに、訪問や健診等を通じ

て、子どもと親がともに成長できるよう、取組を充実していく必要があります。 

（２）市が直接実施している乳幼児健診のメリットを活かし、今後も診察や個別の保健指導

に加え、仲間づくりや集団学習等を通して、子育てに対する不安を軽減し、自信を持

って育児ができるよう内容の充実を図っていく必要があります。また、子どもの生活

習慣病予防や子どもの特性に合わせた支援について、保護者の理解を得ながら、様々

な関係者や関係機関と連携した取組を進めていくことが求められています。 



第３章 

- 16 - 

 

 ４ 子どもの教育環境の整備と次代を担う人づくり  

 Ｉ 成果指標と取組一覧 

（１）教育環境の充実 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

子どもの通学
等対策事業 

子どものバス無料化事業 
中学生以下の児童生徒に対し
路線バス等運賃を無料にする
ことにより、子どもの学習や交
流など自主活動を支援する。 

利用件数： 
2,012 件 

継続実施 
利用件数： 
1,720 件 

奨学金貸付事
業 

経済的な理由により就学が困
難な学生に対して、奨学金貸付
支援を行う。 
 貸付額 
  高校 15,000 円/月 
  大学（専門、短大） 
       30,000 円/月 

貸付実績 
・高校：11 人 
  1,980,000 円 
・専門学校：15 人 
  5,400,000 円 
・大学・短大： 
  62 人 
  22,320,000 円 

継続実施 

貸付実績 
・高校：7 人 
  1,260,000 円 
・専門学校：10 人 
  3,600,000 円 
・大学・短大： 
  43 人 
  15,480,000 円 

小学校教育振興
事業 
中学校教育振興
事業 
総合支援学校教
育振興事業 

要保護、準要保護児童生徒援助
費（小・中・特） 
経済的理由などで就学が困難
であると認められる児童生徒
の保護者に対して学用品等の
一部を援助する。 
援助費目 
・学用品費(年定額支給) 
・給食費（実費支給） 
・児童生徒会費（実費支給 上限あ
り）等 

援助児童生徒： 
 428 人 
援助費総額： 
 39,401,878 円 

継続実施 

援助児童生徒： 
 383 人 
援助費総額： 
 18,596,286 円 

 

（２）教育力の向上 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

基礎学力向上
支援事業 

小学３年生以上の全児童生徒
が妙高市独自の家庭学習ノー
トを活用し、家庭での学習習慣
の定着を図るとともに、市内の
小・中学校における放課後等学
習支援を実施する。 

「私の家庭学習
ノート（ａｙｕ
ｍｉ）」の活用 
放課後等学習支
援の実施：延
531 回 

継続実施（放課
後等学習支援） 

放課後等学習支
援の実施：446
回 

コ ミ ュ ニ テ
ィ・スクール推
進事業 

地域住民との連携や地域との
結び付きを学校運営に活かし
た取り組みを実践する。 

コミュニティ・
スクールの設置
数：10 校 

コミュニティ・
スクールの設置
数：11 校 

コミュニティ・
スクールの設置
数：10 校 

中学校教育振
興事業 

太平洋戦争についての歴史的
な事実を正しく認識し、平和を
願い命を大切にする心を育て
ることを目的に広島平和記念
式典に市内の中学生の代表を
派遣する。 

広島平和記念式
典への参加 

継続実施 

広島平和記念式
への参加（令和
4 年度より広島
平和記念式典、
長崎平和記念式
典を交互に参
加） 
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計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

フレンドスク
ール事業 

長期の集団生活や自然体験活
動を通して、社会性、コミュニ
ケーション能力の育成を図る。 
小学 6年生を対象にした 4泊 5
日の長期宿泊体験を実施する。 

市内小学 6 年
生：251 人参加 

継続実施 
令和 2 年度より
中止 

いじめ・不登校
対策推進事業 

情報モラル教育の推進 
「妙高市インターネット等の
利用に関するこども宣言」に基
づく取組により、インターネッ
トやスマートフォンの利用モ
ラルやマネーについて児童生
徒と保護者が一緒に考えるこ
とができるよう支援する。 

携帯電話やスマ
ートフォンを原
則「持たない」、
「持たせない」
運動の実施 

継続実施 

携帯電話やスマ
ートフォンを原
則「持たない」、
「持たせない」
運動の実施 

特色ある教育
活動支援事業 

各学校の特色や地域の実情を
生かし、子どもたちが「豊かな
心」「確かな学力」「たくまし
い体」を身に付けることができ
るよう支援を行う。 

各学校への特色
ある教育活動支
援交付金交付 
総合学習に係る
経費支援 
新井南小への海
外宿泊体験学習
補助金交付 

目的を達成した
学校の割合：
100％ 
課題を解決した
学校の割合：
100％ 

特色ある教育活
動支援交付金は
令和 3 年度より
中止 
総合学習に係る
経費支援は継続 
新井南小への海
外宿泊体験学習
補助金は、令和
5 年度海外へ行
かなかったた
め、補助なし 

 

（３）青少年の健全育成 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

いじめ・不登校
対策推進事業 

いじめ不登校の未然防止・早期
発見解消を図り、不登校児童生
徒の再登校を目指す。 

適応指導教室の
開設（新井総合
コミュニティセ
ンター内）※相
談員兼指導員 2
人交替勤務 
・電話、来室に
よる教育相談窓
口の開設 
・ネットモラル
講演会の開催： 
4 回 
・いじめの解消
率：72.7％ 
・不登校児童の
生徒の再登校
率：32.5％ 

いじめの解消
率：100％ 
不登校児童・生
徒の再登校率：
100％ 

・教育支援セン
ターの開設（新
井総合コミュニ
ティセンター
内、新井中学校
内）※相談員兼
指導員 4 人交代
勤務 
・電話、来室に
よる教育相談窓
口の開設 
・ネットモラル
講演会の開催： 
4 回 
・いじめの解消
率：84.3％ 
・不登校児童生
徒の再登校率：
12.3％ 

地域で子ども
育成事業 

中学 3 年生を対象に赤ちゃん
とのふれあい体験講座を実施
する。 

・対象者：中学
3 年生 272 人
（全中学校で実
施） 
・協力ボランティ
ア数：延 132 組 

継続実施 

・対象者：中学
3 年生 229 人（3
中学校でクラス
毎に延 7 回実
施） 
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 Ⅱ 実績 

（１）奨学金の貸し付けや、就学援助、子どものバス無料化のほか、給食費の無償化などに

より教育環境の充実を図りました。 

（２）コミュニティ・スクール、平和学習、キャリア教育の推進などにより、教育力の向上

を図りました。 

（３）いじめ・不登校の未然防止、解消に向けて、スクールソーシャルワーカーや臨床心理

士を配置したほか、令和５年度より、新井中学校に校内教育支援センターを開設しま

した。 

 

 Ⅲ 課題 

（１）引き続き、奨学金の貸し付けや、就学援助、子どものバス無料化により教育環境の充

実を図る必要があります。 

（２）引き続き、学校や保護者、地域の団体・組織、認定こども園、保育園、その他地域内

の関係機関が一体となって子どもを育てるために「地域とともにある学校」を目指し

て地域の特色を活かした活動や学校運営を行う必要があります。 

（３）「妙高市いじめ防止連絡協議会」を開催し、いじめの防止に向けた関係機関等の相互

の連携促進・情報共有を図るとともに、個々の状態に応じた指導や、保護者からの相

談に対する助言を行うことができるよう、各学校や教育支援センター、スクールソー

シャルワーカー、子ども・若者支援専門員などが一体となって、きめ細やかな対応を

行う必要があります。 
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 ５ 働きすく子育てしやすい環境づくり  

 Ｉ 成果指標と取組一覧 

（１）働きやすい環境づくりの推進 
計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

労働総務費 

一般求職者等を対
象とした就職ガイ
ダンスの開催に係
る周知・啓発を行
う。 

開催周知：14 回 開催周知：12 回 
開催周知：2 回（7
月、10 月に市Ｈ
Ｐ掲載） 

育児・介護休業制度
等に関する周知・啓
発を行う。 

周知・啓発：2 回 周知・啓発：2 回 
周知・啓発知：2
回（7 月、10 月に
市ＨＰ掲載） 

男女共同参画推進
事業 

男女の共同参画意
識を高めるため、男
女が共にあゆむパ
ートナープランを
推進する。 

広報誌への掲載： 
2 回 

掲載：2 回 
市報みょうこう
掲載：2 回（6 号
月、11 月号） 

 

 Ⅱ 実績 

（１）市公式ホームページや市報により、求職ガイダンスの開催や各種制度の周知・啓発、

男女がともにあゆむパートナープランの推進・啓発を行いました。 

 

 Ⅲ 課題 

（１）男女共同参画に対する意識が浸透しつつありますが、職場や社会通念などにおいて、

男性優遇と感じている人が一定割合いることから、性別による固定的役割分担意識の

解消や性別に関わらず活躍できる環境づくりを進める必要があります。 
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 ６ 特別な支援を必要とする子ども・家庭を支える環境づくり  

 Ｉ 成果指標と取組一覧 

（１）障がい児の発達支援の拡充 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

早期療育施設「ひば
り園」運営事業 

心身に障がいを抱える
子どもの集団適応能力
を高めるための支援を
する。 

相談支援事業及び
児童発達支援事業
の実施 
ひばり園実登録人
数：113 人 
ひばり園延利用人
数：1,845 人 

継続実施 

相談支援事業及
び児童発達支援
事業の実施 
ひばり園実登録
人数：92 人 
ひばり園延利用
人数：1,288 人 

家庭児童相談・子ど
もの虐待防止事業 

からだや心、ことばな
どの発達に心配のある
子どもへの療育相談
や、医療機関への受診
同行を行う。 

障がいの相談対応
件数：286 件 

継続実施 
障がいの相談対
応件数：40 件 

児童扶養手当・特別
児童扶養手当支給
事業 

精神または身体に障が
いを有する児童の福祉
の増進を図る。 

特別児童扶養手当
受給者：67 人 
対象児童：69 人 
（1 級 32 人、2 級 
37 人) 

継続実施 

特別児童扶養手
当受給者：70 人 
対象児童：72 人 
（1 級 24 人、2
級 48 人) 

 

（２）経済的支援の充実 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

児童手当支給事業 

0 歳から中学校修了ま
での子どもがいる保護
者に対し、手当を支給
する。 
支給月額 
・0～3 歳未満 15,000 円 
・3 歳～小学校修了前 
 （1･2 子）   10,000 円 
・3 歳～小学校修了前 
 （3 子以降） 15,000 円 
・中学生    10,000 円 
・所得制限世帯  5,000 円 

対象世帯： 
 1,777 世帯 
支給金額： 
 439,845 千円 

継続実施 

対象世帯： 
 1,575 世帯 
支給金額： 
 359,940 千円 

みんなで子育て応
援事業 

市民の方から譲り受け
た学用品のリユースを
行う。 

学用品のリユース 
・高校用品 ：49 点 
・中学校用品：94 点 
・小学校用品：29 点 
・保育園用品： 6 点 

継続実施 
継続実施（令和 5
年度よりＮＰＯ
法人へ事業承継） 
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（３）ひとり親家庭への自立支援 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

児童扶養手当・特別
児童扶養手当支給
事業 

ひとり親家庭に手当を
支給し、生活の安定と
自立促進、福祉の向上
を図る。 

手当受給資格者：
169 人 
（うち父子 14 人） 

継続実施 
手 当 受 給 資 格
者：147 人 
（うち父子 10 人） 

ひとり親家庭等医
療費助成事業 

父子・母子家庭の経済
負担の軽減を図るため
に、医療費の一部を助
成する。 

受給対象者：462 人 
支給件数：5,011 件 
助成額： 
 9,750,956 円 

継続実施 

受給対象者：391 人 
支給件数：3,692 件 
助成額： 
 10,217,134 円 

母子・寡婦福祉対策
費 

能力開発や資格取得を
希望する母子・父子に
対し、給付金を支給し
自立を支援する。 

自立支援教育訓練
給付金：1 人 
高等職業訓練促進
給付金：1 人 

継続実施 
継続実施 
（実績なし） 

 

（４）不登校・引きこもりのいる家庭への支援 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

子ども・若者育成支
援事業 

子どもや若者の健やか
な育成と、自立した社
会生活を営むことがで
きるように支援を行
う。 

相談支援件数： 
 235 回 
不登校の子を持つ
親の集まりの開
催：12 回 
（延参加者数 64 人） 
子どもの居場所の
提供「ぷらっとホ
ーム」の参加者：
延 26 人 

継続実施 

相談支援件数：
811 回（来所、電
話、訪問、巡回、
SNS 等） 
不登校を考える
親の集まりの開
催：7 回 
（ 延 保 護 者 参 加
数：28 人） 
わくわくホーム利
用者数：延 132 人 

 

 Ⅱ 実績 

（１）早期療育施設「ひばり園」を運営し、相談支援事業及び児童発達支援事業を継続して

実施したほか、障がいを持つ児童の養育者の負担軽減のため、特別児童扶養手当の支

給を行いました。 

（２）児童手当のほか、物価高騰の影響が続く中での子育て世帯への支援策の一つとして、

令和５年度に高校生・大学生等保護者生活支援給付金を給付しました。 

（３）児童扶養手当のほか、食料等の物価高騰の影響を受けた低所得の子育て世帯を支援す

るため、令和３年度から令和５年度までの３ヶ年、子育て世帯生活支援特別給付金を

給付しました。 

（４）不登校等やひきこもりの子ども・若者、その家族に対して、子ども・若者支援専門員

が中心となり家庭訪問や相談を行うほか、関係機関と連携し、個々の状況に応じた支

援を行いました。 
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 Ⅲ 課題 

（１）様々な問題により配慮や支援が必要な子ども・若者、その家族の精神的・経済的な不

安や負担が大きくなっているため、発達に特性のある子どもや保護者に対する相談支

援と療育体制の充実を進める必要があります。 

（２）食料品等の物価の高騰が続く中で、引き続き、子育て世帯への経済的支援を行う必要

があります。 

（３）ひとり親家庭を取り巻く生活環境は依然として厳しいことから、引き続き児童扶養手

当の支給やひとり親家庭等医療費助成、自立に向けた給付金などの支援を継続してい

く必要があります。 

（４）不登校等やひきこもりの子ども・若者、その家族に対しては、一人ひとりの状況に応

じて、それぞれの早期復帰に向けて、本人・保護者に寄り添った相談対応を進める必

要があります。 
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 ７ 子どもの権利擁護と虐待の予防  

 Ｉ 成果指標と取組一覧 

（１）子どもの権利の擁護 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

人権教育の推
進 
子どもの権利
擁護等啓発活
動 

児童の権利条約や子ど
もの権利擁護について、
地域の理解を深める取
り組みを進める。 

家庭児童相談室の開
設による子どもの人
権の保護 
人権・同和教育の推
進 
情報モラル教育の徹
底と啓発 

継続実施 

民生委員・児童委
員協議会定例会
での出前講座： 
 5 回 
市報での啓発記
事掲載： 
 1 回（11 月） 

 

（２）児童虐待防止の拡充 

計画策定時 
事業名 

事業概要 
計画策定時 

（平成 30 年度） 
目標値 

（令和６年度） 
実績値 

（令和５年度） 

家 庭 児 童 相
談・子どもの虐
待防止事業 

関係機関で組織する要
保護児童対策地域協議
会で、虐待以外の事由に
対しても支援の必要な
児童、家庭に対応する。 

要保護児童対策地域
協議会代表者会議の
開催：1 回 
要保護児童対策地域
協議会実務者会議の
開催：4 回 

要保護児童対策
地域協議会代表
者会議の開催：1
回の継続 
実務者会議の開
催：4 回の継続 

要保護児童対策
地域協議会代表
者会議の開催： 
 1 回 
実務者会議の開
催：令和 5 年度実
績なし 

認定こども園・保育園、
小・中学校、民生児童委
員など関係機関を通じ
て市民へ虐待に関する
情報や通告義務を周知
し、虐待予防意識の高揚
を図る。 

虐待の新規発生件
数：5 件 
チラシの配布や啓発
活動、研修会の開
催：8 回 

虐待の新規発生
件数の減少 

虐待の新規発生
件数：19 世帯 
民生委員協議会
での啓発活動等
（ヤングケアラ
ーを含む） 

虐待につながりやすい
家庭を把握し、支援す
る。 

家庭児童相談件数： 
 876 件 
1 歳児家庭訪問率： 
 87.3％ 

継続 

家庭児童相談件
数：1,381 件 
１歳児家庭訪問
率：43.3％ 

認定こども園・保育園へ
の訪問や各種健診で支
援が必要な児童の保護
者に対する気づきの促
しや、情報提供を行う。 

全認定こども園・保
育園への巡回訪問 
1 歳 6 か月児健診、3
歳児健診時の相談会
開催 

全認定こども園・
保育園への訪問及
び検診時の立会い
の継続実施 

全認定こども園・
保育園への巡回訪
問 
1 歳 6 か月児健診、
3 歳児健診時の相
談会開催 

把握した虐待への早期
対応のため、児童相談所
及び警察等関係機関と
の連携強化を図り、子ど
もの安全を確保する。 

虐待通告・通報に対
する対応（情報収集、
情報提供、安否確認、
保護等） 
定期的な児童の生活
状況の確認 

虐待通告・通報に
対する対応（情報
収集、情報提供、
安否確認、保護
等） 
定期的な児童の
生活状況の確認
の継続 

虐待通告・通報に
対する対応（情報
収集、情報提供、
安否確認、保護
等） 
定期的な児童の
生活状況の確認 

虐待を把握した世帯へ
の支援、助言を行う。 

家庭訪問回数：55 回 家庭訪問の継続 
家庭訪問回数： 
66 回 
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 Ⅱ 実績 

（１）民生委員・児童委員協議会の地区定例会において、児童虐待防止やヤングケアラーを

テーマとした出前講座を行いました。 

（２）子ども家庭総合支援拠点を形成する組織間の情報共有を密にし、一体的な取組が図ら

れるように努めました。また、要保護児童対策地域協議会を中心に、虐待案件の個別

支援検討会議等を開催し、それぞれの対応について協議を行うとともに、重篤になる

可能性がある案件については、児童相談所や警察等と連携して対応を行いました。 

 

 Ⅲ 課題 

（１）子どもの権利条約で定める、「生きる」「育つ」「守られる」「参加する」という４つ子

どもの権利の擁護を図るため、市民に対する啓発活動だけでなく、当事者である子ど

も・若者の意見を積極的に聴取し、それらを子ども施策に反映する必要があります。 

（２）引き続き、要保護児童対策地域協議会を中心として、園、学校、関係機関と連携しな

がら、児童虐待につながりやすい家庭の把握と見守り、虐待が発生した場合の子ども

の安全確保とその後の支援などを行う必要があります。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の基本理念 

 

   みんなが安心して子育てができ、子どもたちがたくましく育つまち 

～次代を担う子どもが輝く環境づくり～ 
 

 妙高市こども計画は、当市における子ども施策を総合的にかつ計画的に推進

するためのものであり、これまでの「子ども・子育て支援事業計画」の内容を

基本とし、「少子化社会対策」「子ども・若者対策」「子どもの貧困対策」の取組

と一体のものとして策定しています。 

 妙高市の最上位計画である第４次妙高市総合計画における目指すまちの姿の

一つである「みんなが安心して子育てができ、子どもがたくましく育つまち」

の施策を中心に、第１次子ども・子育て支援事業計画から引き継いでいる「次

代を担う子どもが輝く環境づくり」を基本理念に掲げて、子育てしやすいまち

づくりに向けた取り組みを進めます。 

 

２ 計画の基本目標 

 第４次妙高市総合計画における主要施策のうち、子ども施策に関する項目を

新潟県こども計画の施策体系に合わせて整理し、以下の７つの基本目標を掲げ

て、それぞれの施策の展開を図ります。 

 

＜基本目標＞ 

 １ 子どもの権利の尊重・擁護 

   子ども・若者の権利の理解促進とその権利救済に向けた相談支援体制の

充実を図ります。 

 

 ２ 子ども等の意見の反映 

   子どもや若者の意見を子ども施策に反映させるため、施策決定過程への

当事者の参画促進を図るとともに、子ども・若者の視点に立った情報提

供を行います。 
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 ３ 地域で子どもを支える環境づくり 

   妊娠・出産から子育てまでの切れ目ない支援を行うとともに、安全・安

心な子どもの居場所づくりなどを進めます。 

 

 ４ 保育・教育で子どもを支える環境づくり 

   質の高い保育・幼児教育を全ての家庭と子どもが享受できるよう、ニー

ズに応じた総合的な支援を行うとともに、子どもの個性に合わせた教育

環境の充実を図ります。 

 

 ５ 様々な子ども・家庭を支える取組の推進 

   子育て世帯への経済的負担の軽減や、困難な状況にある子どもへの支援

のほか、社会全体で子どもの健やかな成長を支える取組の推進を図りま

す。 

 

 ６ 家庭で子どもを支え、職場で子育てを支える環境づくり 

   家庭と仕事に生きがいを持てるよう、家事育児共同参画の促進と、仕事

と子育ての両立に資する雇用環境の整備等を図ります。 

 

 ７ 若者の希望がかなえられる環境づくり 

   結婚を希望する若者への支援のほか、新図書館等複合施設を活用した若

者の生涯学習・市民活動への参加を進めます。 

 



 ３　魅力あるにぎわい活動の推進

 ２　多様な学びを支える拠点施設の運営

 １　結婚の希望をかなえる支援

 ２　豊かな心の育成

 １　全ての子どもの健全な育成と権利の尊重

 ４　障がいに対する理解

 ２　安心して働くことができる環境づくりと多様な就労機会の確保

 １　男女共同参画と女性活躍の実現

 ２　支援を必要とする子ども・家庭を支える環境づくり

 １　高校卒業までの経済的支援の充実

 ７　健やかな体の育成

 ２　若者も参加できる地域コミュニティの構築

 １　信頼構築につながる広聴の充実

 ６　地域との連携・協働による地域人材の育成

 ５　時代を生き抜く力の育成

 ４　子どもの学習機会の確保

 ３　学校施設の計画的な改修・整備

 ２　保育・幼児教育施設の整備

 ３　一人ひとりに寄り添った障がい福祉サービスの充実

第５章　子ども施策の展開

施　　策

居場所づくり

保育と幼児教育

教育環境

次
代
を
担
う
子
ど
も
が
輝
く
環
境
づ
く
り

 １　保育・幼児教育の質の向上

 ５　子どもの活動機会の場の拡充

 ４　子ども・子育て世帯の交流機会の充実

 ３　地域ぐるみでの子育て支援

 ２　多様な子育て支援サービスの提供

 １　妊娠期から子育て期までの相談支援と若者の健康づくりの推進

 ６　家庭で子どもを支え、
 　　職場で子育てを支える
 　　環境づくり

（キーワード）基本目標

理解促進

相談支援体制

参画促進

情報提供

切れ目ない支援

仕事と子育ての両立

経済的負担軽減

社会全体での取組

家事育児共同参画

 ７　若者の希望が
 　　かなえられる環境づくり

 ４　保育・教育で子どもを
 　　支える環境づくり

困難な状況にある
子ども支援

 ３　地域で子どもを支える
 　　環境づくり

 １　子どもの権利の尊重・
 　　擁護

 ２　子ども等の意見の
 　　反映

 ５　様々な子ども・家庭を
 　　支える取組の推進

就労支援

新図書館等
複合施設の活用

結婚支援

- 27 -



第５章 

- 28 - 

 

 基本目標１ 子どもの権利の尊重・擁護  

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  理解促進・相談支援体制 

 

１ 全ての子どもの健全な育成と権利の尊重 

 

 現状と課題  

①子育て環境の変化や家庭内の様々な問題が要因となり、毎年、一定

数の児童虐待が発生しているほか、いじめや性被害などの事案も見

られています。こども基本法に基づき、全ての子どもの健全な育成

が確保されるとともに、個人として尊重され、差別的取扱いを受け

ることなく、自分らしく生きることができる環境づくりに向けて、

子どもの権利擁護などについての地域の理解を深めていく必要があ

ります。 

②子どもやその家庭を取り巻く環境が複雑化する中で、様々な問題に

より配慮や支援が必要な子ども・若者・その家族の精神的・経済的

な不安や負担が大きいため、一人ひとりの状況に応じた相談支援の

体制づくりが必要です。 
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 具体的な取組  

①多様性を認め、差別せず偏見をもたないようにする人権教育及び啓

発活動の推進を図ります。 

 ・市民一人ひとりが人権に関する正しい理解と感性をもち、他者を

思いやる気持ちの醸成 

 ・複雑化、多様化する社会環境から発生する新たな人権問題に対す

る適切な対処と啓発活動 

 ・子どもの権利擁護に関する市民等への啓発の充実 

②生活困窮や地域での孤立、家庭環境や児童虐待など、子どもの権利

を守るうえでの課題を抱える世帯への相談対応や、子どもの生活向

上に向けた支援などを行います。 

 ・関係機関との連携強化による、児童虐待やヤングケアラーの未然

防止と早期発見、支援の必要な方への伴走型支援 

 

２ 豊かな心の育成 

 

 現状と課題  

①人権感覚を高め、差別や偏見を許さない態度を育てる部落問題学習

の実施などを通じて、児童生徒の豊かな心を育む教育を実践してい

ます。社会や個人の価値観が多様化する中、人間関係においても互

いの違いや個性を認め合い、協力しあい支え合おうとする心情や態

度を育成する必要があります。 

②教育委員会と学校との情報共有を密にした対応、スクールロイヤー

による研修会を実施するなど、いじめの早期発見、早期対応に努め

てきました。いじめ発生防止と早期解消に向けて、引き続き教育委

員会や学校、家庭や地域、関係機関との一層の連携強化、協力体制

づくりが必要です。また、インターネットや SNS などのメディアの

普及が著しい中、判断力が十分醸成されていない児童生徒がネット

トラブルに遭遇する件数が増加していることから、情報モラル教育、

デジタル・シティズンシップ教育※のさらなる充実に努めていく必要

があります。 
 

※）デジタル・シティズンシップ教育：デジタル技術を用い積極的に社会に参加

し、健全で責任ある市民となるための資質・能力を育成する教育のこと。
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 具体的な取組  

①人権意識を高め、自他の生命を尊重し共に生きようとする心と態度

を育む授業や教育活動を促進します。 

 ・人権への意識を高め、差別や偏見を許さない態度を育てる部落問

題学習の実践や、自分とは異なる意見を持つ他者との対話を通じ

て、自己のより良い生き方を考える「考え、議論する道徳」授業

の実践 

 ・インクルーシブ教育システム※構築の推進 

 ・誰もがそれぞれの性志向にあった自分らしい生き方ができるよう

ＬＧＢＴＱ※に対する理解を広げるための啓発の実践 

②いじめの解消に向けて、定期的な実態調査により早期発見・早期対

応に努めるほか、いじめ予防の啓発や情報モラルについて指導・啓

発に取り組みます。 

 ・不登校等の児童・生徒の早期復帰に向けた教育支援センターの設

置や、スクールソーシャルワーカーの配置、本人・保護者に寄り

添った相談対応 

 ・児童生徒や保護者に対する情報モラル等の指導・啓発 
 

※）インクルーシブ教育システム：人間の多様性の尊重等の強化、障がい者が精

神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果

的に参加することを可能とするとの目的の下、障がいのある者と障がいのな

い者が共に学ぶ仕組み。 

※）ＬＧＢＴＱ：Lesbian（レズビアン＝女性同性愛者）、Gay（ゲイ＝男性同性

愛者）、Bisexual（バイセクシャル＝両性愛者）、Transgender（トランスジ

ェンダー＝心と体の性が異なる人）、Queer／Questioning（クィアまたはク

エスチョニング＝性的指向・性自認が定まらない人）の頭文字をとった略語

で、性的少数者（セクシュアルマイノリティ）を表す総称のひとつ。 
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 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1 
市民一人ひとりの人権
が尊重されていると感
じる市民の割合 

人権に関する市民意識
調査における回答の割
合 

69.6％ 75.0％ 

1 
人権講演会等への参加
者数 

市が実施した各種人権
講演会への参加者数 433人 1,000人 

2 人権教育の実施回数 
部落差別に関する授業
を年３回以上実施した
学校数 

10 校 10 校 
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 基本目標２ 子ども等の意見の反映   

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  参画促進・情報提供 

 

１ 信頼構築につながる広聴の充実 

 

 現状と課題  

①各種アンケート調査や関連事業などにより、市民の声の把握に努め

ていますが、若い世代を含めた市民のまちづくりへの関心や参画を

促進していくには、行政から一方的な情報発信だけではなく、 SNS

の活用をはじめ様々な手法や機会を通じて、市民と情報を共有し、

意見等を市政に反映していく必要があります。 

②子ども・若者等の意見が施策に反映されにくい状況であるため、施

策決定過程への子ども・若者等の参画や、子どもの視点に立った情

報の提供を進める必要があります。 

 

 具体的な取組  

①開かれた市政の実現に向けて広報・広聴活動を充実させて市民と情

報を共有し、さらなる相互理解と信頼しあえる関係性の構築を図り

ます。 

 ・市民の声を迅速に拾い上げるための LINE 等を活用したアンケート

の実施 

②多様なテーマについて、子ども・若者から意見やアイデアを継続的

に集めるとともに、自由な意見交換を行い、施策への反映を進めま

す。さらに、子どもに関する施策について、子どもが理解を深めら

れるよう、子どもの視点に立った分かりやすい情報の提供を行いま

す。 

 ・子ども・若者等の多様な意見聴取の場の設定 

 ・子ども向け資料の作成・SNS 等を活用した情報発信 
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２ 若者も参加できる地域コミュニティの構築 

 

 現状と課題  

①人口減少や少子高齢化などにより、地域活動が停滞し、事業の継続

が難しくなっている地域もあります。若い世代を含めた住民一人ひ

とりが地域の将来を考え、地域の一員として自らの手で地域を守り、

つくるという自覚を持つよう意識改革を進めることが必要です。 

②人口減少や少子高齢化、就労形態の変化などにより、地域運営の担

い手が不足しています。地域づくり活動の継続性と担い手を確保す

るため、若い世代を含めた活動の中心となる人材の確保と育成が必

要です。 

 

 具体的な取組  

①従来の地域運営においては、男性の年配者が中心となって参画し意

思決定することが多いため、地域の若者や女性などが参画し、多様

な視点で自由に意見が言える話し合いの場づくりを促進します。 

 ・地域のことを知るために、地域づくりや地域運営についての勉強

会の開催を支援 

②地域課題の解決には、様々な世代の意見反映と協働が必要なことか

ら、地域活動やイベント等を通じて、地域に住む若者や女性など多

様な人材の掘り起こしや、育成を支援します。 

 ・高校生をはじめ、若者が主体的に行う活動に対する支援の充実 

 ・地域を支える人材を育成するための研修会の開催 

 ・地域づくりに関する実践活動や先進的な取組に関する情報共有・

意見交換の場の提供 

 ・地域支援員、地区担当職員による人的支援の充実 
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 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1 
広報・広聴に対する満足
度 

アンケート調査での広
報・広聴に対する満足度
（市報、HP、SNSの平均
値） 

39.0％ 50.0％ 

2 
地域づくりに関する研
修会等の開催数 

地域課題の把握、解決に
向けた勉強会、座談会や
先進的な取組を実践し
ている地域、団体等の取
組発表会などの開催数 

13回 15回 

2 
高校生や若者が実施し
たプロジェクト数 

Ｍｙｏｋｏ夢チャレン
ジ事業の年間補助件数 

１件 ３件 
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 基本目標３ 地域で子どもを支える環境づくり  

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  切れ目ない支援 

 

１ 妊娠期から子育て期までの相談支援と若者の健康づくりの推進 

 

 現状と課題  

①核家族化や地域社会の変化により、子育てに困難を抱える世帯がこ

れまで以上に顕在化してきているため、妊娠期から出産、子育て期

まで、それぞれのライフステージにおいて様々な専門職が連携し、

切れ目のない支援を行うとともに、子育ての不安を解消できる環境

づくりなどを進める必要があります。 

②リスクのある妊娠や不妊に悩むかたが増加しており、安心・安全で

健やかな妊娠・出産、産後の健康管理を行うためには、男女ともに

若い世代のときから、将来の妊娠や出産などのライフプランを意識

し、正しい知識を持つとともに、自分の体や生活に向き合い、健康

づくりに取り組む必要があります。妊娠・出産を望むかたが、自身

の健康管理を意識し、より質の高い生活を送ることで、将来の健や

かな妊娠・出産につながり、次世代の子どもの健康の可能性を広げ

ることが大切です。 
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 具体的な取組  

①こども家庭センター※を中心として、妊娠期から子育て期までの面談

や訪問など、切れ目のない伴走型の支援を行い、保護者の不安や負

担感の軽減・解消を図ります。また、子育て支援団体等と連携し、

子育てしやすい地域づくりを目指します。 

 ・妊娠期から気軽に相談できる体制づくりと健診や訪問等による保

健指導等の充実 

 ・SNS 等による、子どもの成長段階に応じた子育て支援等に関する

情報発信 

 ・子育て支援団体等の活動支援 

②男女とも性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、健康な生活が送

れるよう支援します。 

 ・プレコンセプションケア※の推進 
 

※）こども家庭センター：子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包

括支援センター（母子保健）の設立の意義や機能は維持したうえで組織を見

直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を

有する機関であり、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を

受けて支援をつなぐためのマネジメント等を担う。 

※）プレコンセプションケア：プレ（ pre）は「～の前」、コンセプション (conception)

は「受胎、おなかの中に新しい命を授かること」で、プレコンセプションケ

ア（Preconception care）とは、将来の妊娠を考えながら、女性やカップル

が自分たちの生活や健康に向き合うこと。 

 

２ 多様な子育て支援サービスの提供 

 

 現状と課題  

○社会情勢の変化による地域での人間関係の希薄化や、就労形態の変

化による共働き世帯の増加、核家族化の進行などにより、子育ての

支援者が不在となり、子育て支援のニーズが多様化しているため、

これらの実態に応じたきめ細やかなサービスの充実が必要です。 
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 具体的な取組  

○放課後や長期休業時、急な病気の時に、共働きなどのために家庭で

保護者等が不在であっても、子どもが安全・安心に過ごせる場所を

確保します。 

 ・一時保育及び延長保育などの受入体制の確保 

 ・和田にじいろこども園の未満児の受入体制の充実 

 ・病児・病後児保育などの受入体制の充実 

 ・放課後児童クラブの受入環境の充実（新井小学校区放課後児童ク

ラブ移転改修工事による機能強化など） 

 ・近隣自治体と連携した子育て支援サービスの調査・検討 

 

３ 地域ぐるみでの子育て支援 

 

 現状と課題  

○地域における人間関係の希薄化や就労形態の変化に伴い、子育ての

支援者のいない家庭が増えています。身近な地域で安心して子育て

ができるよう、切れ目のない子育て支援サービスの提供が求められ

ており、子育て世帯の実態やニーズにあわせて、地域資源を活用し

ながら支援の質と量を確保する必要があります。 

 

 具体的な取組  

○保護者の就労形態の多様化などに対応して、地域住民の相互支援な

どによる、きめ細やかな子育て支援サービスの充実を図ります。 

 ・ファミリー・サポート・センター事業による子育ての助け合い活

動の推進 

 ・ＮＰＯ法人等との連携による、地域全体での子育て支援に向けた

意識啓発 
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 キーワード  居場所づくり 

 

４ 子ども・子育て世帯の交流機会の充実 

 

 現状と課題  

○人間関係の希薄化や少子化等により、子育て家庭や子どもたちが交

流する機会が減少しているため、身近な地域においてライフスタイ

ルに応じた交流の場づくりが必要です。 

 

 具体的な取組  

○地域人材を活用しながら地域で子育てを支え合う体制づくりを進め

ます。 

 ・子どもや子育て世帯の多様なニーズに応じた交流の場づくり 

 ・NPO 法人等との連携による新図書館等複合施設での子育て広場の

充実 

 ・こども園・保育園及び小・中学校等での行事における保護者の交

流の促進 

 ・全天候型あそびの広場の整備に関する研究 

 ・子ども・若者の成長・交流・つながりのための居場所づくり 

 

５ 子どもの活動機会の場の拡充 

 

 現状と課題  

①中学校の休日の部活動が段階的に休止となることから、中学生の活

動機会の場となる地域クラブ活動の充実が必要です。 

②文化芸術活動を行う子どもたちが減少傾向にあることから、文化芸

術への興味や関心を高めることが必要です。 
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 具体的な取組  

①中学生の休日における地域クラブ活動の場の拡充に向けて、受入団

体への支援を行います。 

 ・指導者研修や指導者・審判員資格取得等の支援と中学生の受入体

制の整備・充実 

②妙高の文化芸術の特色を活かした魅力的な文化芸術事業を推進する

とともに、子どもたちが気軽に参加できる文化芸術体験の場づくり

を進めます。 

 ・文化芸術団体との連携による体験型プログラムの提供 

 

 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1～4 
出産・子育て支援の満足
度 

子ども・子育て支援に関
するアンケート回答割
合 

83.1％ 90.0％ 

1～4 
この地域で子育てをし
ていきたいと思ってい
る人の割合 

「この地域で今後も子
育てをしていきたいで
すか」の保護者の回答 

98.4％ 100％ 

1 
育児への不安や心配が
軽減した人の割合 

乳幼児健診アンケート
の集計結果 

99.8％ 100％ 

2 
放課後児童クラブの利
用者の満足度 

保護者等へのアンケー
ト回答割合 

－ 80.0％ 

3 
ファミリー・サポート・
センター会員数 

提供会員、両方会員の合
計 

191人 250人 

4 子育て広場の利用者数 
子育て広場の年間延べ
利用者数の合計 

4,731人 5,000人 

5 指導者研修参加者数 
指導者研修会の延べ参
加者数 

43人 50人 
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 基本目標４ 保育・教育で子どもを支える環境づくり  

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  保育と幼児教育 

 

１ 保育・幼児教育の質の向上 

 

 現状と課題  

①こども園・保育園では、慢性的な保育士不足に加え、保護者の就労

形態の変化による０～２歳児の入園の増加等に対応するため、引き

続き人材の確保に努める必要があります。また、保育・幼児教育の

維持・向上や受入体制の強化に向け、保育士の資質向上や、ICT※の

活用、体験活動の充実などを図る必要があります。 

②生活習慣の多様化により、生活リズムの乱れや園児の肥満、痩せが

増加していることから、保護者や園児に対して生活習慣や食習慣に

関する教育が必要です。 
 

※）ICT：Information and Communication Technology（インフォメーション・ア

ンド・コミュニケーション・テクノロジー）の略称であり、情報・通信に関

連する技術一般の総称。 
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 具体的な取組  

①子どもの健やかな成長を支えるため、必要な人材確保に努め、安全

で質の高い保育を提供します。 

 ・園長経験者など再任用職員の配置や保育・幼児教育支援に係る人

材の確保 

 ・資質向上に向けた研修の充実と保育士等の資格取得に対する支援 

 ・ICT の活用による保育サービスの充実と事務の効率化 

 ・各園の特色を活かした「ほんもの教育」の推進 

 ・四季を通じて森と水辺、里山などの妙高の豊かな自然と親しむ体

験活動の充実 

②子どもの心と体の健康を維持するため、保護者や園児に対する生活

習慣や食に関する教育を推進します。 

 ・発達段階に合わせた食育教室の開催 

 ・子どもの生活習慣や食習慣に関する意識啓発 

 ・肥満や痩せの園児と保護者に対する個別指導の実施 

 

２ 保育・幼児教育施設の整備 

 

 現状と課題  

○こども園・保育園の老朽化やゼロカーボン等の環境負荷軽減への対

応が求められていることから、計画的な改修や、社会環境の変化に

対応した施設整備が課題となっています。 

 

 具体的な取組  

○園児が安全かつ安心して活動できるよう、施設の老朽化や環境負荷

軽減に配慮した計画的な施設改修を行うとともに、園児数の変化に

対応した適切な改修と利活用を進めます。 

 ・老朽化やゼロカーボン等に配慮した施設・設備の計画的な改修 

（妙高高原こども園外壁改修工事など） 

 ・園児数の推移に対応した施設の改修と廃園施設等の利活用 

 ・緊急度や重要度などの状況に応じた設備等の改修 
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 キーワード  教育環境 

 

３ 学校施設の計画的な改修・整備 

 

 

 現状と課題  

①学校施設の老朽化が進む中、長寿命化計画に基づいた計画的な改修

が必要ですが、十分に対応できていない状況にあります。このため、

各施設の老朽化や環境、安全対策に配慮し、長寿命化計画に基づい

た計画的な改修に取り組む必要があります。 

②全国各地で通学時の事件や事故が多発していることから、児童生徒

の安全を最優先に通学路の点検や整備を行っているほか、地域の自

主的な取組として、見守り活動が行われています。今後さらに地域

全体での見守り体制の強化や、道路状況・自然環境に対応した安全・

安心なスクールバスの運行が必要です。 

 

 具体的な取組  

①長寿命化計画に基づき、学校施設の定期的な点検・診断を行い、そ

の結果に基づき、計画的な改修・改築等を実施します。 

 ・施設の経年劣化状況と費用対効果等を踏まえた計画的な改修工事

や設備更新 

 ・学校施設の経年劣化状況や、児童生徒数の推移を踏まえた学校施

設の改築の検討 

②児童生徒の安全・安心な通学を確保するため、スクールバスの運行

と地域全体で子どもを見守る活動を進めます。 

 ・効率的で安全・安心なスクールバスの運行体制の確立 

 ・家庭や学校、地域、事業所等との連携による通学時の見守り体制

の維持・強化 
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４ 子どもの学習機会の確保 

 

 現状と課題  

○市の奨学金制度の運用による学ぶ機会の確保と地元への定着を図っ

てきましたが、社会の変化に対応した制度見直しが必要となってい

ます。また、世帯の経済状況に関わらず、学ぶ意欲のある子どもの

学習機会を確保するため、保護者の経済的負担を軽減する必要があ

ります。 

 

 具体的な取組  

○奨学金の貸与や私立高等学校費の助成、就学援助制度などを継続し、

学ぶ意欲のある子どもの学習機会の確保に努めます。 

 ・奨学金の貸与対象者や貸与額の拡充、市内就業時の返還額の見直

しの検討 

 ・就学援助制度などによる経済的支援 

 ・高校生の通学定期券購入助成による経済的支援 

 ・国県の奨学金制度に関する情報発信 
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５ 時代を生き抜く力の育成 

 

 現状と課題  

①全国標準学力検査において、全国平均を下回る特定の領域が見られ

ることから、児童生徒の基礎学力の向上を図るとともに、将来の社

会的な自立に向けた資質・能力の育成のため、学びの基礎となる読

解力の育成や、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を推

進する必要があります。 

②目まぐるしく変化する情報化社会に対応する力の定着が求められて

いることから、児童生徒の情報活用能力の向上を図る必要がありま

す。 

③様々な体験学習や地域資源を活用した自然学習、職場体験学習など

により、生きる力の醸成に取り組んできました。今後も更に、一人

ひとりの児童生徒が、様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を

切り拓き、持続可能な社会の創り手となるよう育成する必要があり

ます。 

④園での外国語活動の取組やＡＬＴの増員により外国語教育の充実を

図ってきましたが、特に「話す力」の育成が十分とは言えない状況

があります。今後は、英語力やコミュニケーション能力の習得のた

め、幼児期から小中学校まで連続性のある外国語教育を推進すると

ともに、その成果と課題を明らかにして、小中学校の授業改善等に

つなげる必要があります。 

⑤各学校では、ＩＣＴを活用した海外の児童生徒との交流など、新た

な学習活動を通じて、海外への関心を高めています。グローバル化

が進む中、外国人とのコミュニケーションや異文化を学ぶ機会がま

すます必要であることから、国際姉妹都市との継続的な交流や外国

人とふれあう機会の提供が求められています。 
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 具体的な取組  

①児童生徒が主体的に学ぶ授業づくりを進めるとともに、ＩＣＴの活

用により、個別最適な学びや協働的な学びを推進することで、授業

や家庭学習の質を高め基礎学力の定着を図ります。 

 ・指導主事による校内授業研究支援訪問の実施 

 ・クラウド型の授業支援アプリやデジタルドリルの活用 

②教育アプリやソフトを積極的に導入し授業や教育活動全般における

ＩＣＴ利活用を促すとともに、民間企業や専門家と連携したプログ

ラミング教育※を推進します。 

 ・クラウド型の授業支援アプリやデジタルドリルの活用 

 ・ドローン等を活用したプログラミング教育の実践 

③子ども一人ひとりを主語にした授業づくり、学校づくりを促進し、

豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となるために必要

な資質・能力を育成します。 

 ・妙高型イエナプラン教育の充実と市内全小中学校への普及促進 

 ・ＥＳＤ※の視点に立った「ほんもの教育」の推進と市内小中学校 

への拡充 

 ・小学生からの将来の働き方や生き方の学びを得るキャリア教育の 

推進 

④ＡＬＴの配置や指導状況の検証により、実生活に役立つ英語力を育

成するための授業の充実を図り、英語力やコミュニケーション能力

を高めます。 

 ・ＡＬＴの配置によるこども園・保育園、小中学校まで一貫したコ

ミュニケーション能力の向上 

 ・指導主事（英語教育）の配置による授業改善や、英語検定の実施

による基礎的な英語力の向上 

⑤外国人観光客や国際姉妹都市との交流など、子どもたちが外国人と

触れ合う場を多く提供して、異文化を肌で感じる機会を拡大し、異

文化理解の促進を図ります。 

 ・放課後や長期休業を利用した外国語活動や異文化理解への取組の

実施 

 ・国際姉妹都市ツェルマット等との交流によるグローバルマインド※

の醸成 
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※）プログラミング教育：児童がプログラミングを体験しながら、コンピュータ

に意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるための

学習活動。 

※）ＥＳＤ：Education for Sustainable Development（エデュケーション・フォ

ー・サステナブル・デベロップメント）の略称であり、持続可能な開発のた

めの教育。 

※）グローバルマインド：自分の価値観だけでなく、多様な価値観を尊重し理解

すること。 
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６ 地域との連携・協働による地域人材の育成 

 

 現状と課題  

①学校運営協議会を全校に設置し、保護者や地域が学校運営に参画、

連携するなど、地域文化を生かした活動を進めています。今後も自

分の地域の特色を知り郷土愛を育むため、地域や民間企業、来訪者

等と連携しながら地域の自然や文化などを学ぶ必要があります。 

②学校における従来の「正解主義」や「同調圧力」から脱却し、「個

別最適な学び」と「協働的な学び」を推進するため、モデル校を指

定し妙高型イエナプラン教育の取組を進めてきました。たくましく

生きる力を育むため、学校と地域が力をあわせて特色ある教育を推

進する必要があります。 

 

 具体的な取組  

①地域や民間企業と連携し、自然・文化・スポーツなどの体験学習を

通じた郷土愛の醸成と、来訪者との交流活動による多様性教育への

理解の促進を図ります。 

 ・各学校の地域の特色や個性を活かした「ほんもの教育」の推進 

 ・民間企業や人材等の発掘と、教育活動への利活用の推進 

②自校のよさや特色と妙高型イエナプラン教育を融合した独自の教育

システム・スタイルの構築を推進するとともに、学校と地域住民が

一体となった特色ある学校運営を進めます。 

 ・各学校の特色を活かした妙高型イエナプラン教育の促進 

 ・コミュニティスクール制度を利用した教育活動の推進 

 

７ 健やかな体の育成 

 

 現状と課題  

○児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けるた

め、学校給食を通じた食文化の学習、地産地消・食育を継続して行

っていますが、肥満傾向にある児童生徒の増加が見られます。食育

を推進するとともに、肥満傾向にある児童生徒の早期の対策、予防

が重要であるため、個々に応じた適切な対応が必要です。 
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 具体的な取組  

○学校給食を通じて地域の食文化の学習や地産地消・食育を進めます。

また、子どもたちの健やかな体を育むため、学校と家庭の連携によ

り、基本的な生活習慣や望ましい食習慣の定着を図ります。 

 ・肥満の状態が著しい児童生徒とその保護者に対する個別指導 

 

 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1 
園運営（園の役割遂行）
に対する満足度 

保護者等へのアンケー
ト回答割合 

97.0％ 100％ 

3 
児童生徒が安全・安心に
学習できると感じてい
る保護者の割合 

子ども・子育て支援に関
するアンケートの回答
割合 

79.0％ 100％ 

4 
教育にかかる経済的負
担が軽減したと感じて
いる保護者の割合 

子ども・子育て支援に関
するアンケートの回答
割合  

80.4％ 90.0％ 

5 
標準学力検査 (ＣＲＴ )
と知能検査の相関 

アンダーアチーバー（知
能水準から期待される
正答率よりも低い正答
率の児童生徒）の割合 

－ 

小学校: 
10.0％ 

中学校: 
20.0％  

5 
デジタルドリルの活用
率 

WAU率（週に1回以上デジ
タルドリルを活用した
児童生徒の割合） 

30.0％ 80.0％ 

5･6 
妙高型イエナプラン教
育導入校数 

妙高型イエナプラン教
育による年間指導計画
を作成している学校数 

１校 10校 

5･6 

「自分には良いところが
ある」「人の役に立つ人
間になりたいと思う」と
回答した児童生徒の割合 

全国学力・学習状況調査
で「自分には良いところ
がある」「人の役に立つ
人間になりたいと思う」
と回答した児童生徒の割
合 

89.3% 100％ 

6 
民間企業・地域人材等を
活用した教育活動数 

年間で各小中学校が地
域の企業や人材を活用
した教育 

－ 50回 
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 基本目標５ 様々な子ども・家庭を支える取組の推進  

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  経済的負担軽減 

 

１ 高校卒業までの経済的支援の充実 

 

 現状と課題  

○出産や子育てにおける保護者の経済的負担の軽減を図るため、各種

給付金の支給や、小・中学生の給食費の無償化などの支援を行って

いますが、特に中学校卒業後は、遠距離通学や部活動など活動が広

がり経済的な負担が大きくなることから、妊娠期から高校卒業まで

の国による基礎的支援に加え、市独自の経済的な支援を充実し、保

護者の負担を軽減する必要があります。 

 

 具体的な取組  

○不妊治療や、妊産婦から子育て期に加え、義務教育終了後にも経済

的支援を広げ、保護者の負担軽減を図ります。 

 ・不妊治療に対する経済的支援 

 ・出産応援・子育て応援給付金の支給 

 ・出産に伴う宿泊費等の助成 

 ・０歳児の一時預かり費用の助成 

 ・妊産婦医療、出生から高校卒業までの医療費の無償化 

 ・３歳以上児から小・中学生までの給食費の無償化 

 ・高校生の通学定期券購入に対する助成 

 ・児童手当の支給 

 ・学用品等リユースの推進 
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 キーワード  困難な状況にある子ども支援 

 

２ 支援を必要とする子ども・家庭を支える環境づくり 

 

 現状と課題  

○子どもやその家庭を取り巻く環境が複雑化する中で、様々な問題に

より配慮や支援が必要な子ども・若者・その家族の精神的・経済的

な不安や負担が大きくなっています。また、公的制度の対象となら

ない子育てニーズに対応できる仕組みづくりを求める声もあること

から、関係機関・団体と連携を図り、一人ひとりの状況に応じたき

め細やかな対応が必要です。 

 

 具体的な取組  

○子どもの発達、家庭環境、児童虐待、不登校等やひきこもりなどの

問題を抱える世帯への相談対応や関係機関の紹介、ひとり親家庭等

の子どもの生活向上に向けた支援などを行います。 

 ・発達に特性のある子どもやその保護者に対する相談支援と療育支

援及び施設の環境整備（早期療育施設ひばり園の設備改修など） 

 ・保育園・こども園・学校等における、発達に特性のある児童生徒

の活動を支援するための加配職員の配置 

 ・ひとり親家庭や低所得の子育て世帯などに対する経済的支援 

 ・民間団体との連携や国・県制度の活用による支援 

 ・小児発達専門外来の受診支援 

 ・特別児童扶養手当の支給 

 ・各種サービス利用時の市独自減免 

 ・児童扶養手当の支給 

 ・ひとり親家庭等医療費助成、就業・就職支援 

 ・不登校等やひきこもりの子ども・若者への支援 

 ・ＮＰＯ法人などによるインフォーマルサービスの取組の研究 
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３ 一人ひとりに寄り添った障がい福祉サービスの充実 

 

 現状と課題  

○障がい児（者）の日常生活の向上と社会生活の自立を支える福祉サ

ービスの利用が増加傾向にあるため、事業所と連携しながら支援内

容を充実していく必要があります。また、早期診断・早期療育につ

いては、保健師等による新生児訪問や乳幼児健診、保育園や認定こ

ども園への巡回訪問など、様々な機会を捉え、早期発見の精度を上

げるとともに、早期支援の充実を図っていく必要があります。 

 

 具体的な取組  

○障がい児（者）が、自らの選択により自分らしく生きることができ

るよう、個々の状況に応じた日常活動と自立に向けた就労支援のサ

ービスが提供できる体制の確保と充実、各種サービスの周知を図り

ます。また、現在行っている保健師等による新生児訪問や乳幼児健

診等を引き続き行うとともに、保健、医療、療育機関が連携し、発

育発達上の課題のある子どもに対し、適切な支援が行えるよう支援

体制の強化を図ります。 

 ・日常生活や社会生活を送るためのサポート支援の円滑な実施 

 ・支援が必要な障がい児（者）に対する日中の活動の場の整備 

 ・障がい児（者）に対する様々な支援サービスに関する情報発信 
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 キーワード  社会全体での取組 

 

４ 障がいに対する理解  

 

 現状と課題  

〇障がいに対する理解不足により、障がい児（者）が不当な差別を受

けることがあるため、地域や関係団体と連携し、障がいのある人が

地域で安心して暮らせるよう、一層の広報、啓発活動等が必要です。 

 

 具体的な取組  

〇障がい児（者）への偏見や差別を解消し、正しい理解と認識を深め

ることができるよう、関係機関との連携や啓発活動を進めます。 

 ・障害者差別解消法の趣旨や重要性などに関する広報・啓発活動の

実施 

 

 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1･2 
出産・子育て支援の満足
度（再掲） 

子ども・子育て支援に関
するアンケート回答割
合 

83.1％ 90.0％ 

1･2 
この地域で子育てをし
ていきたいと思ってい
る人の割合（再掲） 

「この地域で今後も子
育てをしていきたいで
すか」の保護者の回答 

98.4％ 100％ 

2 
ひばり園の利用者の満
足度 

保護者等からの事業評
価の集計結果 

94.0％ 100％ 

3 
障がい者福祉サービス
に対する満足度 

手帳保持者の障がい者
福祉サービスに対する
満足度 

－ 30.0％ 

5 
障がいを理由に嫌な思
いをしたかたの割合 

障がい福祉計画の策定
のためのアンケート調
査結果 

26.6％ 15.0％ 
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 基本目標６ 家庭で子どもを支え、職場で子育てを支える環境づくり   

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  家事育児共同参画 

 

１ 男女共同参画と女性活躍の実現 

 

 現状と課題  

①男女共同参画に対する意識が浸透しつつありますが、職場や家庭生

活、社会通念などにおいて、男性優遇と感じている人が一定割合い

ます。男女共同参画の推進を図るために、性別による固定的役割分

担意識の解消に向けた意識醸成の取組や、性別に関わらず活躍でき

る環境づくりを進めることが必要です。 

②女性のキャリアに対する志向や価値観、多様で柔軟な働き方に対す

るニーズも高まっている中で、女性が希望に応じて社会参加し、個

性と能力を発揮できる環境を整えることが必要です。 

 

 具体的な取組  

①男女がともに活躍する社会の実現を目指し、様々な方針決定過程へ

の女性参画の促進を図ります。 

 ・企業や自治会などの役員への女性登用を推進するための啓発活動

を実施 

 ・夫婦が協力して、子育てや働くことができる環境づくりに向けた

情報発信 

②女性がいきいきと活躍できる環境づくりに向けた啓発活動に取り組

みます。 

 ・女性活躍推進に向けた情報発信や講演会などの開催 
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 キーワード  仕事と子育ての両立・就労支援 

 

２ 安心して働くことができる環境づくりと多様な就労機会の確保 

 

 現状と課題  

①短時間勤務をはじめ、テレワークや仕事と子育ての両立など働き方

が多様化していることから、市内事業所の労働力不足解消を図りな

がら、個々の状況に応じて安心して働くことができる環境を整備す

ることが必要です。 

②起業・創業や企業進出を促進し、特に若者や女性にとって多様な就

労機会を確保することが必要です。 

 

 具体的な取組  

①働きたい人のスキルアップを支援するとともに、市内事業所におけ

る雇用環境の充実・改善への支援を行います。 

 ・スキルアップのための資格取得に対する支援 

 ・就労支援システム（求人・求職ポータルサイト）の運用 

 ・市内事業所の労働力確保や雇用環境の充実などに向けた取組への

支援 

②起業等に関する学習機会の提供や、起業等や企業進出に対する支援

制度の充実を図るとともに、若者や女性のニーズに合った企業の誘

致に努めます。 

 ・専門家や関係機関と連携した創業支援セミナーの開催やつながり

の場づくり、各種支援制度の充実による多様な起業・創業支援 

 ・雇用の場の創出に向けた企業誘致の推進 
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 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1 
市の審議会などにおけ
る女性登用率 

市が設置する審議会な
どへの女性の登用率 

30.0％ 35.4％ 

2 
資格取得支援助成制度
利用件数 

制度を利用して資格取
得した数 

25件 30件 

2 
就労支援システム登録
事業者数 

就労支援システムに登
録を行った事業所数 

- 50事業所 

2 起業件数（累計） 
市内で新たに起業・創業
した数 

５件 20件 
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 基本目標７ 若者の希望がかなえられる環境づくり  

 

  ＳＤＧs   

 

 

 キーワード  結婚支援 

 

１ 結婚の希望をかなえる支援 

 

 現状と課題  

○出会いの機会の提供や結婚に関する情報発信などを行っています

が、未婚化や晩婚化に歯止めがかからないことから、引き続き結婚

を後押しするとともに、結婚をきっかけに市内で定住してもらえる

よう取組を進める必要があります。 

 

 具体的な取組  

○各種団体と連携しながら結婚を希望するかたに出会いの機会を提供

し、成婚に向けてサポートするとともに、結婚を機に定住するかた

へ経済的支援を行います。 

 ・県や各種団体と連携したイベントの開催や結婚に関する相談対応 

 ・新婚世帯の定住に向けた経済的支援 
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 キーワード  新図書館等複合施設の活用 

 

２ 多様な学びを支える拠点施設の運営 

 

【現状と課題】 

○生涯学習や市民活動の参加者が固定化、高齢化しているため、学び

の拠点施設として「新図書館等複合施設」等を活用し、若者や子育

て世代などの新たな参加者拡大を図る必要があります。 

 

【具体的な取組】 

○「知の拠点」「生涯学習の拠点」「交流の拠点」として新図書館等

複合施設等を活用し、市民自身が自分のやりたいことに挑戦できる

よう多様な切り口による学びを提供し、女性、若者、子育て世代な

どの生涯学習への参加の拡大を図ります。 

 ・新図書館等複合施設等を活用した若者が自主的・主体的に活動で

きる環境づくり 

 

３ 魅力あるにぎわい活動の推進 

 

 現状と課題  

○人口減少と少子高齢化に伴う商店数の減少などにより、まちの活気

が低下してきているため、にぎわい創出につながる取組を促進する

ことが必要です。 

 

 具体的な取組  

○新図書館等複合施設と連携した街なかのにぎわいづくりや、市内の

駅周辺での活性化イベントなどを支援し、まちのにぎわいを創出し

ます。 

 ・新図書館等複合施設で活動する市民活動団体や地域づくり団体の

ほか、子育て支援サークル、若者などと連携したにぎわいづくり

イベントの開催支援 
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 施策の主な目標値  

関連 
施策 

項目 指標の説明 
現況値 

(R5 実績) 
目標値 
（R11） 

1 イベント参加者数 
出会い・サポートセンタ
ー主催のイベント年間
参加者数 

98人 120人 

1 成婚数 
出会い・サポートセンタ
ー事業を介しての年間
成婚数 

２組 ５組 

2 社会教育施設利用者数 
社会教育施設の年間延
べ利用者数 

157,182
人 

221,000
人 

2 生涯学習講座受講者数 
生涯学習講座「まなびの
杜」の年間受講者数 

294人 350人 

3 
にぎわいづくりイベン
トの開催回数 

商工会議所・商工会等が
主体となる年間イベン
ト数 

５回 10回 
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第６章 教育・保育の提供体制 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

（１）区域設定の考え方 

  子ども・子育て支援事業計画においては、子ども・子育て支援法第６１条第２項により、市

町村は地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の整備状況を総合

的に勘案し、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供区域を設定することとなりま

す。 

  このため、本市では第２次子ども・子育て支援事業計画に引き続き、次のとおり区域を設定

し、区域の実情とニーズに応じたサービスを提供します。 

 

（２）妙高市における区域設定 

  合併前の旧市町村エリアを基本に「新井区域」「妙高高原区域」「妙高区域」の３区域とし、

下表の「区域ごとに設定する事業」としては５事業とします。 

  市内全域を対象に一体的に取り組んでいる事業については、区域ごとに需要・供給を把握す

る必要が低いことから、「市全体で設定する事業」として８事業を設定しました。 

 

区域の分類 事業名 

区域ごとに設定する 

事業 

○教育保育事業（１号認定、２号認定、３号認定） 

①延長保育事業 

②放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

③地域子育て支援拠点事業（子育て広場） 

④一時預かり事業（幼稚園型以外） 

市全体で設定する 

事業 

⑤利用者支援事業（こども家庭センター型） 

⑥乳児家庭全戸訪問事業 

⑦養育支援訪問事業 

⑧親子関係形成支援事業 

⑨病児保育事業 

⑩子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

⑪乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

⑫産後ケア事業（デイサービス型） 
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２ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保内容・実施時期 

 

（１）教育・保育の量の見込みと提供体制 

  本計画期間（令和７年度～令和 11年度）における、教育・保育や子ども・子育て支援事業の

利用者の見込み（量の見込み）と、量の見込みに対する施設の確保方策等を次のとおり定めま

す。 

  量の見込みの算定方法は、「第４次妙高市総合計画」に掲げられた子ども人口推計値、「子育

ての当事者へのアンケート調査」から算出した教育・保育等の利用者の割合、現在の利用状況

等を基に算定しました。 

  １号認定（教育を必要とする３歳以上の児童）、２号認定（保育を必要とする３歳以上の児童）、

３号認定（保育を必要とする３歳未満の児童）の児童を対象とし、教育・保育を提供します。 
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 ○教育・保育の量（教育保育事業） 

 【新井区域】 

 ◇令和７年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 75 人 360 人 48 人 197 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 112 人 473 人 74 人 241 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 37 人 113 人 26 人 44 人 

 ◇令和８年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 71 人 338 人 38 人 193 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 112 人 473 人 74 人 241 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 41 人 135 人 36 人 48 人 

 ◇令和９年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 67 人 316 人 35 人 182 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 112 人 473 人 74 人 241 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 45 人 157 人 39 人 59 人 

 ◇令和 10 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 64 人 299 人 33 人 174 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 112 人 473 人 74 人 241 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 48 人 174 人 41 人 67 人 

 ◇令和 11 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 61 人 283 人 32 人 164 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 112 人 473 人 74 人 241 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 51 人 190 人 42 人 77 人 
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 【妙高高原区域】 

 ◇令和７年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 5 人 45 人 4 人 15 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 20 人 60 人 6 人 24 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 15 人 15 人 2 人 9 人 

 ◇令和８年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 5 人 45 人 4 人 15 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 20 人 60 人 6 人 24 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 15 人 15 人 2 人 9 人 

 ◇令和９年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 5 人 45 人 4 人 15 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 20 人 60 人 6 人 24 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 15 人 15 人 2 人 9 人 

 ◇令和 10 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 5 人 45 人 4 人 15 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 20 人 60 人 6 人 24 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 15 人 15 人 2 人 9 人 

 ◇令和 11 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 5 人 45 人 4 人 15 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 20 人 60 人 6 人 24 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 15 人 15 人 2 人 9 人 
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 【妙高区域】 

 ◇令和７年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 0 人 35 人 4 人 12 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 0 人 66 人 6 人 18 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 0 人 31 人 2 人 6 人 

 ◇令和８年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 0 人 35 人 4 人 12 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 0 人 66 人 6 人 18 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 0 人 31 人 2 人 6 人 

 ◇令和９年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 0 人 35 人 4 人 12 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 0 人 66 人 6 人 18 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 0 人 31 人 2 人 6 人 

 ◇令和 10 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 0 人 35 人 4 人 12 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 0 人 66 人 6 人 18 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 0 人 31 人 2 人 6 人 

 ◇令和 11 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 0 人 35 人 4 人 12 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 0 人 66 人 6 人 18 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 0 人 31 人 2 人 6 人 
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 【全体】 

 ◇令和７年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 80 人 440 人 56 人 224 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 132 人 599 人 86 人 283 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 52 人 159 人 30 人 59 人 

 ◇令和８年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 76 人 418 人 46 人 220 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 132 人 599 人 86 人 283 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 56 人 181 人 40 人 63 人 

 ◇令和９年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 72 人 396 人 43 人 209 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 132 人 599 人 86 人 283 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 60 人 203 人 43 人 74 人 

 ◇令和 10 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 69 人 379 人 41 人 201 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 132 人 599 人 86 人 283 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 63 人 220 人 45 人 82 人 

 ◇令和 11 年度 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

０歳 １・２歳 

①量の見込み 66 人 363 人 40 人 191 人 

②確保の内容 
認定こども園・保育園 132 人 599 人 86 人 283 人 

地域型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 

過不足（②－①） 66 人 236 人 46 人 92 人 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

  地域子ども・子育て支援事業の事業ごとの「量の見込み」と対応する提供体制の確保方策及

びその実施時期を定めます。 

 

 ①延長保育事業 

  ・事業概要： 

    保育認定を受けた子どもの通常の利用日及び利用時間以外に認定こども園や保育園で保

育を行います。現在、全園で実施しています。 

  ・算出対象年齢：０歳～５歳 

  ・単位：人（有料実人数） 

  ・量の見込みの算出方法：過去の実績により算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

新井区域 

①量の見込み 70 人 

7 カ所 

70 人 

7 カ所 

70 人 

7 カ所 

70 人 

7 カ所 

70 人 

7 カ所 

②確保の内容 80 人 

7 カ所 

80 人 

7 カ所 

80 人 

7 カ所 

80 人 

7 カ所 

80 人 

7 カ所 

③過不足(②－①) 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

妙高高原区域 

①量の見込み 5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

②確保の内容 10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

妙高区域 

①量の見込み 5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

5 人 

1 カ所 

②確保の内容 10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

10 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

全  体 

①量の見込み 80 人 

9 カ所 

80 人 

9 カ所 

80 人 

9 カ所 

80 人 

9 カ所 

80 人 

9 カ所 

②確保の内容 100 人 

9 カ所 

100 人 

9 カ所 

100 人 

9 カ所 

100 人 

9 カ所 

100 人 

9 カ所 

③過不足(②－①) 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 
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 ②放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

  ・事業概要：放課後児童健全育成事業は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に

対し、放課後の遊びや生活の場を提供する事業です。既存のクラブの運営内容や設備の充

実を図るとともに、支援を行う人材の確保、育成に努めます。本市では、全校区で開設し

ています。 

  ・算出対象年齢等：小学校１年生～６年生 

  ・単位：人（利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：学年別人口推計、校区別利用傾向を勘案し算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

新井区域 

①量の見込み 460 人 

8 カ所 

460 人 

8 カ所 

435 人 

8 カ所 

415 人 

8 カ所 

380 人 

8 カ所 

②確保の内容 505 人 

8 カ所 

505 人 

8 カ所 

505 人 

8 カ所 

505 人 

8 カ所 

505 人 

8 カ所 

③過不足(②－①) 45 人 45 人 70 人 90 人 125 人 

妙高高原区域 

①量の見込み 55 人 

1 カ所 

40 人 

1 カ所 

35 人 

1 カ所 

30 人 

1 カ所 

30 人 

1 カ所 

②確保の内容 70 人 

1 カ所 

70 人 

1 カ所 

70 人 

1 カ所 

70 人 

1 カ所 

70 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 15 人 30 人 35 人 40 人 40 人 

妙高区域 

①量の見込み 35 人 

1 カ所 

25 人 

1 カ所 

20 人 

1 カ所 

20 人 

1 カ所 

20 人 

1 カ所 

②確保の内容 35 人 

1 カ所 

35 人 

1 カ所 

35 人 

1 カ所 

35 人 

1 カ所 

35 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 0 人 10 人 15 人 15 人 15 人 

全  体 

①量の見込み 550 人 

10 カ所 

525 人 

10 カ所 

490 人 

10 カ所 

465 人 

10 カ所 

430 人 

10 カ所 

②確保の内容 610 人 

10 カ所 

610 人 

10 カ所 

610 人 

10 カ所 

610 人 

10 カ所 

610 人 

10 カ所 

③過不足(②－①) 60 人 85 人 120 人 145 人 180 人 
 

※）放課後児童クラブは、小学校区単位で開設していますので、新井区域５カ所、妙高高原区

域１カ所、妙高区域１カ所となりますが、国は 40人を超えるクラブは分割することが望ま

しいとしており、その場合、２つに分割して「支援の単位の数２カ所」と数えることから、

ここでは「支援の単位の数」で開設数をカウントしています。 
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 ③地域子育て支援拠点事業（子育て広場） 

  ・事業概要：在宅で子育てをする家庭への遊びの場として、さらには保護者同士の仲間づく

り、育児相談の場として保育所等地域の身近な場所を開放します。今後も引き続き、親子

がともに成長できる場の提供により、子育て支援の拠点として、さらには子育て情報の一

元管理・一元提供の場として充実を図ります。 

  ・算出対象年齢：０歳～２歳 

  ・単位：人（延べ利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：令和５年度の月別利用実績、及び対象児童数により算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

新井区域 

①量の見込み 2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

②確保の内容 2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

2,113 人 

4 カ所 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

妙高高原区域 

①量の見込み 413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

②確保の内容 413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

413 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

妙高区域 

①量の見込み 474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

②確保の内容 474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

474 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

全  体 

①量の見込み 3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

②確保の内容 3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

3,000 人 

6 カ所 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
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 ④一時預かり事業（幼稚園型以外） 

  ・事業概要： 

    保育認定を受けない子どもの保護者の病気、冠婚葬祭、リフレッシュなどにより保育が

必要となる際に、一時的に子どもを預かるものです。一定のニーズが見込まれるため、

これに対する受入体制の確保を図る必要があります。 

  ・算出対象年齢：１歳～５歳 

  ・単位：人（延べ利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：子育ての当事者へのアンケート調査の結果により算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

新井区域 

①量の見込み 1,400 人 

6 カ所 

1,400 人 

6 カ所 

1,400 人 

6 カ所 

1,400 人 

6 カ所 

1,400 人 

6 カ所 

②確保の内容 5,460 人 

6 カ所 

5,460 人 

6 カ所 

5,460 人 

6 カ所 

5,460 人 

6 カ所 

5,460 人 

6 カ所 

③過不足(②－①) 4,060 人 4,060 人 4,060 人 4,060 人 4,060 人 

妙高高原区域 

①量の見込み 100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

②確保の内容 780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 680 人 680 人 680 人 680 人 680 人 

妙高区域 

①量の見込み 100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

100 人 

1 カ所 

②確保の内容 780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

780 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 680 人 680 人 680 人 680 人 680 人 

全  体 

①量の見込み 1,600 人 

8 カ所 

1,600 人 

8 カ所 

1,600 人 

8 カ所 

1,600 人 

8 カ所 

1,600 人 

8 カ所 

②確保の内容 7,020 人 

8 カ所 

7,020 人 

8 カ所 

7,020 人 

8 カ所 

7,020 人 

8 カ所 

7,020 人 

8 カ所 

③過不足(②－①) 5,420 人 5,420 人 5,420 人 5,420 人 5,420 人 
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 ⑤利用者支援事業（こども家庭センター型） 

  ・事業概要：保健師等の専門職が、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健等に関する

様々な相談に応じ、支援が必要なかたには、身近なところで利用できる母子保健サービス

等の情報提供を行うとともに、関係機関と協力して継続的な支援を行います。 

  ・算出対象年齢等：－ 

  ・単位：か所（実施数） 

  ・量の見込みの算出方法：子育ての当事者へのアンケート調査により算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

②確保の内容 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

③過不足(②－①) 0 か所 0 カ所 0 カ所 0 カ所 0 カ所 

 

 

 ⑥乳児家庭全戸訪問事業 

  ・事業概要：生後４ヶ月までの乳児がいるすべての家庭を助産師等が訪問し、子育て支援に

関する情報提供や養育環境等の把握を行います。 

  ・算出対象年齢：０歳 

  ・単位：人（訪問件数） 

  ・量の見込みの算出方法：出生数の推計から算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 120 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

②確保の内容 120 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
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 ⑦養育支援訪問事業 

  ・事業概要：養育支援が必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言

等の、その家庭に適切な支援を実施します。 

  ・算出対象年齢：－ 

  ・単位：人（訪問件数） 

  ・量の見込みの算出方法：令和５度の実績に基づき算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 

②確保の内容 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 

 ⑧親子関係形成支援事業 

  ・事業概要：児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対

し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じ

た情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が

相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援

を行います。 

  ・算出対象年齢：－ 

  ・単位：人（延べ利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：子育ての当事者へのアンケート調査により算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

②確保の内容 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
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 ⑨病児保育事業 

  ・事業概要：けいなん総合病院の部屋を借りて病児・病後児保育事業を実施しています。医

師の診断に基づき、急性期（病児）から回復期（病後児）の集団保育が困難な子どもを、

専属の保育士が預かります。 

  ・算出対象年齢等：６ヶ月～小学校６年生 

  ・単位：人（延べ利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：令和６年度の月別利用実績、及び伸び率を推定して算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

②確保の内容 400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

400 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 

 ⑩子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

  ・事業概要：子育て中の保護者で、子どもの預かり等の援助を受けたい者（お願い会員）と、

援助を行いたい者（まかせて会員）との相互活動に関する連絡調整を行います。 

  ・算出対象年齢等：０歳～小学校６年生 

  ・単位：人（延べ利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：令和６年度の月別利用実績及び対象年齢児童数を勘案して算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 200 人 

1 カ所 

200 人 

1 カ所 

200 人 

1 カ所 

200 人 

1 カ所 

200 人 

1 カ所 

②確保の内容 300 人 

1 カ所 

300 人 

1 カ所 

300 人 

1 カ所 

300 人 

1 カ所 

300 人 

1 カ所 

③過不足(②－①) 100 人 100 人 100 人 100 人 100 人 
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 ⑪乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

  ・事業概要：保育園等を利用していない満３歳未満の子どもを対象に、就労要件を問わず、

月一定時間の利用可能枠の中で保育を提供します。（令和８年度より） 

  ・算出対象年齢：０歳６か月～満３歳未満 

  ・単位：人日（利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：対象年齢児童数を勘案して算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

０歳児 

①量の見込み － 1 人 1 人 1 人 1 人 

②確保の内容 － 1 人 1 人 1 人 1 人 

③過不足(②－①) － 0 人 0 人 0 人 0 人 

１歳児 

①量の見込み － 2 人 2 人 2 人 2 人 

②確保の内容 － 2 人 2 人 2 人 2 人 

③過不足(②－①) － 0 人 0 人 0 人 0 人 

２歳児 

①量の見込み － 2 人 2 人 2 人 2 人 

②確保の内容 － 2 人 2 人 2 人 2 人 

③過不足(②－①) － 0 人 0 人 0 人 0 人 

全  体 

①量の見込み － 5 人 5 人 5 人 5 人 

②確保の内容 － 5 人 5 人 5 人 5 人 

③過不足(②－①) － 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 

 ⑫産後ケア事業（デイサービス型） 

  ・事業概要：産後ケアを必要とするかたを対象に、個別・集団で支援を行える施設において、

日中、母子に対する心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を行います。 

  ・算出対象年齢：－ 

  ・単位：人日（利用者数） 

  ・量の見込みの算出方法：子育ての当事者へのアンケート調査により算出 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

全  体 

①量の見込み 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

②確保の内容 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

③過不足(②－①) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
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３ 教育・保育の一体的提供及び推進に関する体制の確保 

 

（１）質の高い教育・保育の提供と保育教諭や保育士等の資質向上のための支援 

子どもの最善の利益を第一に考え、就学前の子どもに関する質の高い教育・保育の提供を

推進するため、研修等の充実により教育・保育に携わる保育教諭や保育士等の資質の向上が

必要となります。 

日頃の保育内容を振り返る研修のほか、食物アレルギーなどへの対応や、支援が必要な子

どもや保護者に対する関わり方、さらには児童虐待の未然防止、再発防止につながるよう、

専門的な研修や園外での研修の機会を確保していきます。 

また、保育教諭と保育士が、お互いの役割と専門性を認識し、これからの幼児教育及び保

育について学び合う合同研修を実施し、職員の資質向上に努めます。 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業の充実 

全ての子育て家庭を支援するため、多様化する教育・保育ニーズに対応し、子どもの成長

に応じた子育て支援策を充実させることで、子育てしやすい環境整備を進めます。 

また、各事業の役割や特性を活かし、保護者の子育てへの不安を軽減することで、「安心

して子どもを産み育てることができる妙高市」を感じることができるよう、取組の充実を図

ります。 

 

（３）保育園・認定こども園と小学校等との連携 

保育園・認定こども園から小学校へのスムーズな移行のため、それぞれの職員による交流

活動や意見交換などを通じ、関係者の共通理解を図ることで一貫した教育・保育を目指すと

とともに、文部科学省が掲げる幼保小の架け橋プログラム※の推進を図ります。 

また、情報交換により幼児期から児童期への発達の流れなどについての共通理解を深め、

小学校教育への連続性が持てるよう、さらに緊密な連携を図りながら取り組んでいきます。 
 

※）幼保小の架け橋プログラム：子どもに関わる大人が立場を越えて連携し、架け橋期（義

務教育開始前後の５歳児から小学校１年生の２年間）にふさわしい主体的・対話的で深

い学びの実現を図り、一人ひとりの多様性に配慮した上で全ての子どもに学びや生活の

基盤を育むことを目指すもの。 
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第７章 計画推進に向けて 

 

１ 推進体制 

本計画の推進にあたっては、多岐にわたる分野が関連するため、子ども支援に係る施策

における関係課間の連携を図り、円滑な実施を推進していきます。 

また、子ども支援は行政だけでなく、社会全体での取組として推進することが大切とな

ります。 

このため、市全体として子ども支援に意識を向け、市内の子育てに関わる家庭や保育園、

認定こども園、学校、地域等、関係機関と連携・共働して取り組みを広げていきます。 

 

２ 計画の進行管理 

本計画に基づく施策の実施状況については、「妙高市子ども・子育て会議」において、毎

年度、点検・評価を行い、その進捗状況を確認していきます。 

また、施策の実施にあたっては、柔軟で総合的な取り組みが必要であることから、検証

した結果にもとづき、状況に応じた改善を図るため、各年度、施策の見直しを行い、必要

に応じて計画を修正していきます。 
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フルタイム

フルタイムだが、育休・介護休暇中

パート・アルバイト等

パート等だが、育休・介護休暇中

交代勤務

単身赴任中

現在、就労していない

41.4%

7.2%

37.2%

1.7%

2.3%

0.3%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム

フルタイムだが、育休・介護休暇中

パート・アルバイト等

パート等だが、育休・介護休暇中

交代勤務

単身赴任中

現在、就労していない

59.0%

0.5%

37.4%

1.8%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母ともに

主に父親

主に母親

主に祖父母

その他

ニーズ調査の概要 

 

１ 就労状況 

 父親の就労状況は、「フルタイム」（84.7％）が最も多くなっています。母親の就労状況を

みると、「フルタイム」（41.4％）をはじめ、８割以上のかたが就労しており、うち、現在「育

休・介護休暇中」のかたは、8.9％と前回調査から増加しています。 

 

【父親の就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【母親の就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 主に子育てをしている人 

 主に子育てをしている人の状況をみると、「父母ともに」（59.0％）と答えたかたは、前回

調査から増加しています。一方で「主に母親」（37.4％）と「主に祖父母」（1.8％）と答えた

かたが減少しています。 
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緊急時、祖父母等の親族
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いずれもいない
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22.2%

55.4%
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2.0%
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とても楽しい（やりがいを感じる）

楽しい

どちらともいえない

あまり楽しくない（やりがいを感じない）

全く楽しくない

３ 子育てに協力してもらえる人の状況 

 日頃、子育てに協力してもらえる人の状況をみると、「日常的に祖父母等にみてもらえ

る」（45.8％）と答えたかたは、前回調査から減少しています。一方で、「緊急時に祖父母

等にみてもらえる」（54.2％）が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 子育ての相談をできる人（場所）の状況 

 気軽に子育ての相談をできる人（場所）の状況をみると、「十分いる」（37.3％）と「あ

る程度いる」（52.6％）と答えたかたの合計が約９割となっています。一方で、「あまりい

ない」（8.9％）、「全くいない」（1.2％）と答えたかたが一定数見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 子育てに対する心境 

 子育てに対する心境をみると、「とても楽しい」（22.2％）と「楽しい」（55.4％）と答

えたかたの合計が約８割となっており、前回調査から増加しています。 
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44.1%

41.9%

46.2%

3.2%

29.6%

21.8%

23.4%

4.1%

3.5%

9.7%

30.4%

4.0%

3.6%

42.1%

34.2%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの発育や発達・病気

子どもの食事や栄養管理

子どもとの接し方や育児の方法

話し相手や相談相手がいない

子どもの学習面

自分のやりたいことが十分にできない

子どもの友達づきあい

配偶者や家族の協力が得られない

配偶者以外手伝ってくれない

配偶者や家族と意見が合わない

子どもを叱りすぎているような気がする

手を上げたり、世話をしないことがある

サービスの内容や利用方法がわからない

子育てにかかる金銭面

子どもとインターネット等との接し方

その他

42.7%

0.9%

58.2%

0.0%

0.3%

0.9%

0.3%

2.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妙高市内の保育園

妙高市外の保育園

妙高市内の認定こども園

妙高市外の認定こども園

妙高市外の幼稚園

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

６ 子育ての悩み 

 子育てに関する悩みをみると、「子どもとの接し方や育児の方法」（46.2％）と答えたか

たが最も多く、「子どもの発育や発達・病気」（44.1％）、「子どもの食事や栄養管理」

（41.9％）などが続いており、比較的小さい子どもの育児に対する不安が高い状況です。

なお、「子育てにかかる金銭面」（42.1％）と「子どもとインターネット等との接し方」

（34.2％）と答えたかたが前回踏査より増加しています。※複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 日常的な保育園等のサービスの利用状況 

 日常的に利用している保育園等のサービスの状況をみると、利用中の事業としては、「市

内の認定こども園」（58.2%）、「市内の保育園」（42.7％）と答えたかたが大半であり、前回

調査から増加しています。また、今後の利用希望についても、「市内の認定こども園」

（58.3％）、「市内の保育園」（51.1％）が前回調査から増加しています。 

 

【利用中の事業（複数回答）】 
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67.6%

47.9%

10.7%

16.0%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業の制度がある

短時間勤務の制度がある

その他の制度がある

子育てに関する支援制度はない

わからない

61.3%

3.8%

5.2%

12.9%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得した

取得しなかった

取得中

出産を機会に退職

働いていなかった

51.1%

1.4%

58.3%

2.9%

0.0%

0.7%

1.4%

6.5%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妙高市内の保育園

妙高市外の保育園

妙高市内の認定こども園

妙高市外の認定こども園

妙高市外の幼稚園

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

48.6%

20.6%

7.8%

20.7%

30.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業の制度がある

短時間勤務の制度がある

その他の制度がある

子育てに関する支援制度はない

わからない

14.8%

82.8%

1.2%

0.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得した

取得しなかった

取得中

出産を機会に退職

働いていなかった

【利用希望の事業（複数回答）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 育児休業制度の状況 

 職場の育児休業等制度の有無をみると、父親、母親ともに「育児休業の制度がある」や「短

時間勤務の制度がある」と答えたかたが、前回調査から大きく増加しています。そのうち、

育児休業を「取得した」と「取得中」と答えたかたの合計は、父親が 16.0％、母親が 66.5％

となっており、前回調査から増加しています。 

 

【職場の育児休業等制度の有無】 

 

     （父親）                 （母親） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【育児休業制度の取得経験】 

 

    （父親）                  （母親） 
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９ 地域の子育て支援の環境や支援への満足度 

 地域の子育て支援の環境や支援に対する満足度の状況をみると、「自然環境」や「出産・子

育て支援」、「人間関係や地域のコミュニティ」、「災害や犯罪の状況」、「教育にかかる経済的

支援」、「障がい児支援」について、「満足」と「やや満足」を合計した満足度が８割を超えて

います。一方で、「交通の利便性」と「医療施設・医療体制」の満足度は、５割程度となって

いる状況です。 

 

【妙高市における子育ての環境や支援の満足度】 

 

回答内容 満足 やや満足 やや不満 不満 

①自然環境（水や空気、雪、自然など） 
349 261 35 11 

53.2% 39.8% 5.3% 1.7% 

②出産・子育て支援 
182 358 88 22 

28.0% 55.1% 13.5% 3.4% 

③都会と比較した子育て環境 
206 285 122 31 

32.0% 44.3% 18.9% 4.8% 

④人間関係や地域のコミュニティ 
138 396 91 23 

21.3% 61.1% 14.0% 3.5% 

⑤日頃の買い物など生活の利便性 
124 300 176 55 

18.9% 45.8% 26.9% 8.4% 

⑥交通の利便性 
69 252 230 100 

10.6% 38.7% 35.3% 15.4% 

⑦災害や犯罪の状況 
145 422 71 14 

22.2% 64.7% 10.9% 2.1% 

⑧医療施設・医療体制 
80 278 210 83 

12.3% 42.7% 32.3% 12.7% 

⑨道路・公園など生活基盤 
99 350 161 43 

15.2% 53.6% 24.7% 6.6% 

⑩児童生徒の学習環境 
117 391 103 32 

18.2% 60.8% 16.0% 5.0% 

⑪教育に係る経済的支援（就学援助、給食費

無償化など） 

193 326 94 32 

29.9% 50.5% 14.6% 5.0% 

⑫障がい児支援 
99 387 87 21 

16.7% 65.2% 14.6% 3.5% 
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妙高市子ども・子育て会議条例 

 

（平成25年10月１日条例第39号） 

 （設置） 

第１条 市は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第

１項の規定に基づき、妙高市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、法第77条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

 

 （組織等） 

第３条 会議は、委員15人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１）法第６条第２項に規定する保護者 

（２）法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（３）その他市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 （会議の運営） 

第４条 会議に、会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会議を代表し、会務を総括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代行する。 

５ 会議は、会長が招集し、議長となる。 

６ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

７ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

８ 会議の庶務は、こども教育課において処理する。 

 

 （関係者の出席） 

第５条 会長は、特に必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議への出席を求め、

その意見を聴くことができる。 

 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って

定める。 
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妙高市子ども・子育て会議委員名簿 

 

（令和７年３月 31日現在） 

氏名 所 属 等 

◎ 児玉  久美子 子育て支援団体 ＮＰＯ法人ゆめきゃんぱす 

○ 乗木  邦友 事業主代表 新井商工会議所 

   江口  香代 公募委員  

   東條  望美 公募委員  

   樗沢  秀久 公募委員  

   佐藤  友美 公募委員  

   丸山  瑞穂 認定こども園代表 よつばこども園 

   築田  優子 公立保育園代表 新井あおぞら保育園 

   笠原  千鶴留 私立認定こども園代表 ときわこども園 

   水嶋  智子 園保護者代表 よつばこども園保護者会 

   江口  克也 小・中・特別支援学校長代表 妙高市校長会 

   相浦    剛 小・中学校保護者代表 妙高市小・中学校ＰＴＡ連合会 

   平出  正樹 労働者代表 連合新潟上越地域協議会 

   小川  直子 アドバイザー けいなん総合病院 

   飯塚  教裕 アドバイザー 妙高市教育委員会 

◎会長    ○副会長 

 

■事務局 

氏名 所 属 等 

   塚田    賢 妙高市教育長 

   小林  あゆみ こども教育課 課長（こども家庭センター センター長） 

   松橋    守 健康保険課 課長 （こども家庭センター 副センター長） 

   余野    等 こども教育課 課長補佐 

   酒井  文子 こども教育課 園指導主事 

   池田  清人 こども教育課 幼児教育係長 

   寺島  京子 こども教育課 学校教育係長 

   浅野  伸也 こども教育課 子育て支援係長   （こども家庭センター 職員） 

   長谷川  美代 健康保険課 健康づくりグループ係長（こども家庭センター 職員） 

   長野  芳栄 こども教育課 主査 

   常見  真利子 こども教育課 主査（こども家庭センター 職員） 

   梅澤  幸司 こども教育課 主査 

 


